
令和二年度
厚生労働省老人保健事業推進費等補助金
老人保健健康増進等事業

東京大学大学院医学系研究科
健康科学・看護学専攻

老年看護学／創傷看護学分野　教授
グローバルナーシングリサーチセンター　センター長

真田弘美





まえがき

本書は令和二年度老人保健事業推進費等補助金老人保健健康増進等事業「訪問系サービ

スにおけるロボット技術活用の効果検証事業」の報告書である。

 地域包括ケアシステムをより推進させていくためには、多様な慢性疾患を抱えながらも

地域で高齢者が幸福に、自立して生活できる環境を整備することが重要であるが、人的資源

に大きな制約がある訪問系サービスにおいて、質の高いケアを効率よく提供するシステム

を構築することが喫緊の課題である。すでに医療や介護の現場では、コミュニケーションロ

ボットや姿勢保持装置、アセスメント支援装置など、様々な形態のロボットの活用が進んで

いる一方で、訪問系サービスでは、ケア提供者がケア対象者のもとへ物理的に移動する必要

性があることや、対象者や生活環境の個別性が高いことから、十分に活用が進んでいない。

そこで本事業は、訪問系サービスにおけるロボット技術活用促進のための戦略を検討す

ることを目的に策定された。本事業は「調査事業」、「既存技術の実装事業」、「新規開発実装

事業」の三つで構成されている。実装事業であるため、研究的に厳密な手法で試みるという

より、個別のケースに対してどのような効果、課題があるのかを、現場の状況を鑑みて詳細

に記述することに注力した。調査事業では、訪問系サービス、特に訪問看護にロボット技術

を活用するために、訪問系サービスの現場で求められるロボット技術の要件に関するヒア

リング調査を実施した。既存技術の実装事業では、既存のコミュニケーションロボット（自

律型・遠隔型）を臨床現場へ実装した。新規開発実装事業では、人工知能による自動アセス

メント機能を持つ超音波検査装置とエキスパートナースによる遠隔コンサルテーションシ

ステムの実装を行った。これらを通して明らかになった訪問系サービスへのロボット技術

の活用によるケアの質の向上並びに効率化の効果と、活用促進に資する結論を記述した。

 本報告書では、最初に第一部 全事業の総括として総括事業報告を載せ、その後に第二部 

各事業の内容として、三つの事業の詳細を報告した。本報告書により訪問系サービスにおけ

るロボット技術の活用が促進され、質の高い看護ケアが効率よく提供され、ひいては在宅療

養者のウェルビーイングが向上することを願ってやまない。

 本事業を遂行するにあたりご支援くださいました参加者の皆様、病院、訪問看護ステーシ

ョンの皆様、そしてロボット技術開発関連企業の皆様に感謝申し上げます。

東京大学大学院医学系研究科

老年看護学／創傷看護学分野

グローバルナーシングリサーチセンター

教授・センター長 真田弘美
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第一部 全事業の総括 

Ⅰ. 総括事業報告書 

令和二年度老人保健事業推進費等補助金 老人保健健康増進等事業 

訪問系サービスにおけるロボット技術活用の効果検証事業 

事業代表者 真田 弘美 東京大学大学院医学系研究科 教授 

事業担当者 仲上 豪二朗 東京大学大学院医学系研究科 准教授 

事業担当者 松本 勝  東京大学大学院医学系研究科 特任講師 

事業担当者 高橋 聡明 東京大学大学院医学系研究科 特任助教 

事業担当者 北村 言  東京大学大学院医学系研究科 助教 

事業担当者 東村 志保 東京大学大学院医学系研究科 学術支援職員 

要旨： 

訪問看護や訪問介護、訪問リハビリテーション等の訪問系サービスが連携し、細やか

なケアを提供しているが、物理的な移動の必要性や人手不足から訪問の回数には限りが

あり、毎日の生活に組み込んだ提供は困難である。特に、創傷ケアや排便ケアなど、エ

キスパート性の高いケアを実施できる人材は限られており、質の高いケアの技術が普及

していないことが課題である。また、新型コロナウイルス感染症の流行に伴い、人的制

約がある状況において、質の高いサービスを効率よく提供できる環境を整備することが

重要であり、そのために医療・介護現場では、コミュニケーションロボットや姿勢保持

装置、アセスメント支援装置など、様々な形態のロボットの活用が主に病院等の機器・

設備が充実した施設で進んでいる。一方で、訪問系サービスでは、ケア提供者がケア対

象者のもとへ物理的に移動する必要があり、また、対象者の生活環境が個々に異なるこ

とから、機器の重さや大きさ、形状等により設置が難しく活用が進んでいない。さらに、

訪問系独自の現場のニーズに合致した技術開発の遅れがあると考えられるが、現在の訪

問サービスにおけるロボット技術の導入が進まない理由や有効活用に必要な要件は明

らかになっていない現状にある。 

そこで、本事業では訪問系サービス、特に訪問看護に焦点を当てた際の課題に対する

解決策を検討し、ロボット技術の活用コンセプトを立案した。各課題に対して、既存技

術の実装事業として「既存のコミュニケーションロボット（自律型）の活用場面の検討

と改良」と「既存のコミュニケーションロボット（遠隔型）の活用場面の検討」の 2 事

業、新規開発実装事業として「エコー技術学習のためのオンライン教育プログラムおよ

び人工知能によるアセスメント支援アプリケーションの開発と実装」と「褥瘡遠隔コン

サルテーションシステムの開発」の 2 事業を策定した。
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また、これらの事業コンセプトが実際の現場で求められているものなのか、そして実

現可能性があるのかどうかを確認するために、各事業実施に先立ち、調査事業として訪

問看護の専門家集団へヒアリングを実施した。 

調査事業では訪問系サービスを看護だけでなく介護なども含めマネジメントを実施

している管理者を対象にヒアリングを行い、実装コンセプトの妥当性を確認し、現在の

ロボット技術活用の障壁となっている項目について明らかにした上で、既存技術の実装

事業及び新規技術の開発事業コンセプトを立案した。 

既存技術の実装事業では 2つのロボットとしてバイタルサイン測定機器連動型コミュ

ニケーションロボットと遠隔型ロボットを対象に実臨床への導入を実施し、その際の障

壁や必要なノウハウの抽出を試みた。その結果、服薬忘れの回避、バイタルサインの日々

の測定や運動の実施などのセルフケア行動が促進された。本システムにより収集された

健康関連情報はクラウドに逐次的に蓄積され、訪問担当スタッフが Web を閲覧し、シ

ステムを通じて情報を共有することで異常に早期に対応することや訪問時の適切なケ

アやサービスの効率化に繋がる可能性が示された。一方で、機器の導入にはスタッフの

ロボット技術への理解やトラブル時に対応できる連絡体制の構築、ネットワーク環境の

整備など臨床上の工夫が必須であり、その人的コストが導入障壁となっていることが示

唆された。 

新規技術の開発事業では人工知能による自動アセスメント機能を持つ超音波検査装

置とエキスパートナースによる遠隔コンサルテーションシステムの実装を行った。それ

ぞれ、実際の訪問系サービス利用者へ提供・実施し、提供するケアの質の向上およびに

ケアの効率化が図られることが示された。これらの技術においても、実装にあたっては

スタッフによるデバイスやシステムへの理解を促す繰り返しのミーティングや連絡体

制の構築などが重要であった。 

以上より、ロボット技術により訪問系サービスにおけるケアの質の向上と効率化が図

れること、そのためには利用者のテクノロジーリテラシー、ロボット技術の利用者と開

発者の橋渡しをする、ロボット技術に理解のある看護・介護関係者の存在が鍵となるこ

とが明らかとなった。 
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１．事業目的 

地域包括ケアシステムをより推進させて

いくためには、多様な慢性疾患を抱えなが

らも地域で高齢者が幸福に、自立して生活

できる環境を整備することが重要である。

特に日々のバイタルサイン測定を含めた体

調管理や、高齢者の生活の質を脅かす褥瘡

や便秘などの予防、治癒促進は在宅での生

活を継続するために必須のケアである。す

なわち、日々の体調モニタリング、創傷の予

防・管理、快適な排泄への支援が訪問看護を

はじめとする訪問系サービスで求められる

1,2)。 

訪問系サービスでは、サービス利用者が

希望する生活の実現に向け、迅速で継続的

なアセスメントと、その結果に基づく適切

なケアの提供が必要である。日中独居で過

ごす高齢者は、朝に覚醒し、体調に応じて適

切なリハビリテーションを実施し、夜間適

切な睡眠をとるためのコミュニケーション

の確保や排泄の自立のための支援が欠かせ

ない。これらを実現するため、訪問看護や訪

問介護、訪問リハビリテーション等の訪問

系サービスが連携し、細やかなケアを提供

しているが、物理的な移動の必要性や人手

不足から訪問の回数には限りがあり、毎日

の生活に組み込んだ提供は困難である。ま

た、創傷ケアや排便ケアなど、エキスパート

性の高いケアを実施できる人材は限られて

おり、ケアの技術が普及していないことが

課題である。これらの状況は新型コロナウ

イルス感染症の蔓延によりさらに困難化し

ている。 

このような人的制約がある状況において、

質の高いサービスが提供できる環境を整備

することが重要であり、そのために医療・介

護現場では、コミュニケーションロボット

や姿勢保持装置、アセスメント支援装置な

ど、様々な形態のロボットの活用が主に病

院等の機器・設備が充実した施設で進んで

いる。一方で、訪問系サービスでは、ケア提

供者がケア対象者のもとへ物理的に移動す

る必要があり、また、対象者の生活環境が

個々に異なることから、機器の重さや大き

さ、形状等により設置が難しく活用が進ん

でいない。さらに、訪問系独自の現場のニー

ズに合致した技術開発の遅れがあると考え

られるが、現在の訪問サービスにおけるロ

ボット技術の導入が進まない理由や有効活

用に必要な要件は明らかになっていない現

状にある。 

これまで我々は常時体圧モニタリングセ

ンサを内蔵した褥瘡予防用マットレスを開

発し、ロボット技術による 24 時間連続ベッ

ド内圧制御システムを実現するなど、遠隔

でのモニタリング機器の開発実績を通して、

臨床現場での機器活用についての課題につ

いて検討してきた 3,4)。また、超音波画像の

人工知能（Artificial Intelligence: AI）支援

評価システムの実用化 5,6)など、先端の情報

工学技術を臨床現場で活用するためのノウ

ハウを蓄積している。さらには、現任教育の

システムとして一般社団法人次世代看護教

育研究所を設立し、新規技術を臨床現場に

実装、普及するために活動している。 

これらの新規技術の開発・実装経験を基

に、訪問系サービスにおける、ロボット技術

をはじめとしたテクノロジーの活用場面の

現状と課題を整理した。ロボット技術が必

要となる訪問系サービスのターゲット層と、

訪問看護における課題を図 1-1 に示す。訪

問系サービスを受けるターゲット層は大き

く二種類に大別される。一つ目は要支援 1

～要介護 2 までの、「現在はサポートを受け  
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て日常生活が自立しているが、介入がない

一人の状態では必要行動が取れず、健康状

態が低下する者」、「日々のリハビリテーシ

ョンや並存疾患、服薬管理、リスク管理など

が必要な者」である（ターゲット層 1）。も

う一方は、要介護 3～5 までの、「現在は多

くのサポートにより在宅療養が可能だが、

定期的な医療ケアが必要な者」、「特に排便

コントロールの必要性や、創傷の保有、強い

関節拘縮などがある者」である（ターゲット

層 2）。 

ターゲット層 1 の療養者には、バイタル

サイン測定を含む病状観察、療養指導、服薬

管理、リハビリテーションを実施し、さらに

時間に余裕があれば基本的な清潔ケアを提

供している。しかし、短時間訪問において、

バイタルサイン測定の時間が占める割合が

大きく 2)、日々の生活の情報の把握に基づ

いたケアプランの立案や実施が難しい。そ

のため、生活に根付いた看護を実施したい

が、少ない訪問時間・回数では十分に実施す

ることが難しいという課題が挙げられた。 

ターゲット層 2 の療養者には、病状観察、

褥瘡処置や排便コントロールなどのエキス

パート性の高いケアや、入浴などの時間の

かかるケアを実施している。原則 1 人での

訪問で、必ずしも全員がエキスパートでは

ないため、必要時は電話でコンサルテーシ

ョンするが、基本的には現場の個人判断に

依存しているのが現状である。処置の専門

性が高く、高度なアセスメント技術が要求

されるが、人的資源の不足により、リアルタ

イムなコンサルテーションや同行訪問が難

しい。また、2 人で実施する事でより安全安

楽な入浴ケア・体位変換などが実施できる

が、人員不足やコストが高く導入が難しい

という課題が挙げられた。 

本事業ではこれらの訪問系サービス、特

に訪問看護に焦点を当てた際の課題に対す

る解決策を検討し、図 1-2 に示すロボット

技術の活用コンセプトを立案した。各課題

に対して、既存技術の実装事業として「既

存のコミュニケーションロボット（自律型）

の活用場面の検討と改良」と「既存のコミュ

ニケーションロボット（遠隔型）の活用場面

の検討」の 2 事業、新規開発実装事業とし

て「エコー技術学習のためのオンライン教

育プログラムおよび AI によるアセスメン

ト支援アプリケーションの開発と実装」と

「褥瘡遠隔コンサルテーションシステムの

開発」の 2 事業を策定した。既存技術の実

装事業では、訪問時にバイタルサイン測定

に時間を要し、他の看護ケアの時間が限ら

れることや、生活に根付いた観察を実施し

たいが、少ない訪問時間・回数では十分な実

施が難しいといった課題に対応できるよう

に、コミュニケーションロボットと遠隔ロ

ボットに着目した。また、新規開発実装事業

では、処置の専門性が高く、高度なアセスメ

ント技術が要求されるが、リアルタイムな

コンサルテーションや同行訪問が難しい課

題に対応するため、訪問看護師自身の高度

な看護技術習得を効率化するためにエコー

技術学習のための教育システムをオンライ

ン化し、また、エコー画像読影を支援する人

工知能技術を開発、実装する。褥瘡ケアも高

度なアセスメント力とケア技術が要求され

るが、ICT を用いた遠隔コンサルテーショ

ンシステムの開発・実装と、拡張現実

（Augmented Reality：AR）技術を用いた

技術支援システムを提案した。 

これらの事業コンセプトが臨床現場で求

められているものなのか、そして実現可能

性があるのかどうかを確認し、より現場に
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適したコンセプトづくりのために、各事業

実施に先立ち、調査事業として、訪問看護の

専門家集団へのヒアリングを実施した。 

訪問系サービスを利用する者を地域でト

ータルに支えるロボット技術を活用した新

たなケア提供方法の開発と効果検証をコン

セプトに、現在開発中の案件の社会実装及

び訪問系サービスの特性を加味した新たな

機器の研究開発を目指した。 

本総括事業報告書では、各事業を概説し

たのちに、結果の概要を提示し、本事業から

明らかになった訪問系サービスへのロボッ

ト技術の実装のために解決すべき課題を提

示する。 

 

２．事業の構成 

本事業では、調査事業、既存技術の実装事

業、新規開発実装事業を実施した。 

 １）調査事業では、「（１）訪問系サービス

の現場で求められるロボット技術の要件に

関するヒアリング調査」を行った。 

 ２）既存技術の実装事業では、「（１）既存

のコミュニケーションロボット（自律型）の

活用場面の検討と改良」と「（２）既存のコ

ミュニケーションロボット（遠隔型）の活用

場面の検討」を行った。 

 ３）新規開発実装事業では、「（１）エコー

技術学習のためのオンライン教育プログラ

ムおよび人工知能によるアセスメント支援

アプリケーションの開発と実装」と「（２）

褥瘡遠隔コンサルテーションシステムの開

発」を行った。 

 

３. 事業概要 

１）調査事業 

訪問系サービスの現場で求められるロボッ

ト技術の要件に関するヒアリング調査 

訪問看護師としての経験、およびに管理

者業務にも精通し、広く現在の訪問系サー

ビスについて把握している者を対象に、訪

問系サービスのターゲット層と課題（図 1-

1）と 訪問看護におけるロボット技術の活

用コンセプト（図 1-2）を基に、本事業コン

セプトの内容妥当性並びに実現可能性を確

認するために、半構造化フォーカスグルー

プインタビューを実施した。その結果に基

づいて、詳細なロボット技術の適応方法を

ターゲット別に立案した。 

 

２）既存技術の実装事業 

本事業では、調査事業で確認したコンセ

プトを基に、図 1-3 に示すように、ターゲ

ット層 1 に対して、自立型および遠隔型コ

ミュニケーションロボットを活用すること

で、セルフケア能力の向上と少ない訪問回

数での質の高い看護ケア提供システムを立

案した。 

 

（1）既存のコミュニケーションロボット

（自律型）の活用場面の検討と改良 

自律型コミュニケーションロボット（自

立型）を起点として、在宅でバイタルモニタ

リングを実施し、遠隔での病状観察を可能

にするシステムを提案し、在宅療養者宅に

実装した。 

（２）既存のコミュニケーションロボット

（遠隔型）の活用場面の検討 

看護師の仮想訪問による問診や生活状況

の把握を目的に、アバターによる遠隔看護

を実現する遠隔コミュニケーションロボッ

トを活用した。本事業では、在宅療養者宅に

実装する前段階として、訪問看護ステーシ

ョンや高齢者医療の現場に導入し、ロボッ

トによる遠隔ケアの実現可能性を検証した。 

12



 

 

  

-
サ

ポ
ー

ト
の

も
と

⽇
常

⽣
活

を
⾃

⽴
し

て
過

ご
せ

て
い

る
が

、
介

助
が

な
い

独
り

の
状

態
で

は
健

康
状

態
が

低
下

す
る

恐
れ

の
あ

る
者

-
疾

患
の

悪
化

や
併

存
疾

患
の

発
症

の
リ

ス
ク

が
あ

り
、

服
薬

管
理

が
必

要
な

者

既
存
技
術
の
実
装
事
業

1
既

存
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
ロ

ボ
ッ

ト
（

⾃
律

型
）

の

活
⽤

場
⾯

の
検

討
と

改
良

既
存
技
術
の
実
装
事
業

2
既

存
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
ロ

ボ
ッ

ト
（

遠
隔

型
）

の
活

⽤
場

⾯
の

検
討訪

問
看

護
師

a
va

ta
r-

in

⾎
圧

計
（

⾎
圧

・
脈

拍
）

体
温

計

各
種

セ
ン

サ
に

よ
る

バ
イ

タ
ル

サ
イ

ン
の

測
定

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
ロ
ボ
ッ
ト

P
A

L
R

O
®

(富
⼠
ソ
フ
ト
株
式
会
社

)

デ
ー

タ
連

結

⽇
々

の
声

か
け

、
体

温
・

⾎
圧

測
定

の
促

し

内
服

の
リ

マ
イ

ン
ド

遠
隔
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
ロ
ボ
ッ
ト

n
e
w

m
e
®
 (

a
v
a
ta

ri
n
株
式
会
社

)

デ
ー

タ
送

信
異

変
の

検
出

⽇
々

の
⾷

事
・

排
泄

・
睡

眠
の

み
ま

も
り

在
宅

療
養

⾼
齢

者
の

セ
ル

フ
ケ

ア
能

⼒
の

向
上

と
、

少
な

い
訪

問
回

数
で

質
の

⾼
い

ケ
ア

を
提

供

具
体
的
な
タ
ー
ゲ
ッ
ト
層
１
：
要
⽀
援

1
、

2
 〜

要
介
護

1
、

2

S
p

O
2

看
護

師
の

仮
想

訪
問

に
よ

る
問

診
⽣

活
状

況
の

把
握

期
待
さ
れ
る
改
善
成
果
︓
セ
ル
フ
ケ
ア
能
⼒
の
向
上
、
⽣
活
機
能
の
維
持
、
⽇
常
⽣
活
に
お
け
る
健
康
状
態
や
⽣
活
状
況
の
把
握
、
適
時
・
適
切
な
ケ
ア
の
提
供
、
訪
問
看
護
の
効
率
化

評
価
指
標
︓
⽣
活
の
質
（
Q
O
L
）
の
向
上
、
⽇
常
⽣
活
活
動
度
の
維
持
、
夜
間
緊
急
訪
問
回
数
の
減
少
、
訪
問
時
間
の
短
縮

今
⽇

は
ま

だ
⾎

圧
を

測
っ

て
い

ま
せ

ん
。

薬
を

飲
む

時
間

で
す

。

図
1

-3
. 
既
存
技
術
の
実
装
事
業

 

13



 

 

３）新規開発実装事業 

 本事業では図 1-4 に示すように、ターゲ

ット層 2 に対して、排便ケアと褥瘡ケアの

質向上及び効率化を目的に、AI 支援による

アセスメントや遠隔コンサルテーションシ

ステムの新規開発実装を実施した。これら

により、専門性の高い安全なケアを提供す

ることが可能となり、その結果、健康状態の

正確な評価に基づく適切なケアの提供によ

る症状の改善、安全なケアの提供、訪問看護

の効率化、新任訪問看護師教育の効率化が

図られることを目指した。 

 

（１）エコー技術学習のためのオンライン

教育プログラムおよび人工知能によ

るアセスメント支援アプリケーショ

ンの開発と実装  

排便ケアをターゲットとして、適切なア

セスメントを実現するためのエコー技術の

学習を効率的に実施すること、得られたエ

コー画像からのアセスメントを支援するた

めの AI をベースにしたアプリケーション

を開発し、在宅療養者の排便アセスメント

に実装した。 

 

（２）褥瘡遠隔コンサルテーションシステ

ムの開発 

本事業では、高度な褥瘡のアセスメント

と手技を訪問看護師が実施できるように、

遠隔でコンサルテーションするシステムに、

付与する形で AR 技術によりエキスパート

の実際の手技をタブレット画面上バーチャ

ルに投影する技術を開発し、在宅での褥瘡

ケアに対する専門家のコンサルテーション

に実装した。 

 

 

４. 個人情報の保護 

本事業において、すべての取得データは

質的・量的の性質によらず収集担当者が匿

名化を行い、対応表を作成し、個人情報への

連結がない状態で分析に使用した。作成さ

れた対応表は、データの収集責任者が、その

所属する機関において非関係者や機関外部

へ漏洩することのないよう厳重に管理した。

匿名化された電子データは、研究実施機関

である東京大学内の研究室において鍵のか

かる保管庫で管理された。ヒアリングなど

の質的データについては、データの公表に

際し、個人の特定を回避する目的で一部の

情報を伏せた上で記述を行なった。コミュ

ニケーションロボットにより収集された静

止画像や音声の情報については活用可能性

の検討段階であることを踏まえ、データへ

のアクセスを技術者と研究看護師に限定し

た。臨床活用目的で開発されたデータの表

示・共有システムについては、表示画面への

アクセスをパスワードにより個別のケア担

当者、研究看護師および開発担当の技術者

に限定した。携帯型超音波診断装置による

取得画像は看護師による通常のアセスメン

トの際の収集データと同様に管理され、研

究看護師による分析に先んじてデータ収集

者により匿名化が行われた。褥瘡関連の情

報やコミュニケーションロボットにより収

集されたデータは、対象者に個別に紐づけ

られたクラウドサーバーへ ID ごとに暗号

化の上で保存され、データへのアクセスは

パスワードによりケア担当者および開発担

当技術者ならびに研究看護師に限定された。 
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５. 倫理的配慮 

本事業への協力の同意を得るにあたり、全

ての対象者に書面による事業の説明を行う

とともに協力による不利益が生じないこと

を説明し、協力と撤回の自由を保証した。 

また、全てのデータについて収集のタイ

ミングと保存の様式ならびに符号化と匿名

化が説明され、協力者の同意の上で収集を

行なった。各事業の詳細については、東京大

学医学部・医学系研究科の倫理委員会にお

いて承認を得て実務に着手した（承認番号：

2020302NI 、 11913-(4) 2020301NI 、

2019157NI-(2)）。 

 

６．結果 

１）調査事業 

（１）訪問系サービスの現場で求められる

ロボット技術の要件に関するヒアリ

ング調査 

訪問看護師としての経験ならびに管理者

業務に精通し、広く現在の訪問系サービス

について把握している者５名を対象にヒア

リングを実施した。その結果、これまでの訪

問系サービスが抱える問題点とそれに対す

る解決が期待されるロボット技術が抽出、

整理され本事業の妥当性が確認された。さ

らに、新型コロナウイルス感染症の流行に

伴う環境変化によってロボット技術への期

待が増加したこと、これまで試みた導入時

の障壁となった事項がヒアリングされた。 

ヒアリングされたロボット技術への期待

は 2 つに分けられた。1 つ目は、看護ケア

の質の向上であった。これは例えば、コミュ

ニケーションロボットにより療養者の日頃

の生活の中で情報を新たに収集できること

で、より生活に根ざしたアセスメントやケ

ア提供が可能となることや、AI 付きエコー

を用いることで、より客観的な情報に基づ

いたアセスメントや情報共有が図れること

による。従来のケア提供から、新しい情報を

得ることによる新しい在宅ケアが可能にな

りケアの質の向上が期待された。 

 ロボット技術への期待の 2 つ目は、効率

化であった。これまでの訪問看護領域にお

ける効率化を妨げる要因として、移動時間

や緊急訪問、教育にかかるコストがあった。

これをアバターロボットによる遠隔訪問や、

ICT 技術を用いたエキスパートによる遠隔

コンサルテーションなどを導入することに

より、移動時間やコストの削減に繋がるこ

とが期待された。 

 ロボット技術の導入に関する障壁は 2 つ

に大別された。1 つ目は導入のノウハウが

確立していないことから、導入を推進でき

ていないことが示された。そのため、これま

でに先駆的に実施する施設があっても、他

施設への導入には至っていなかった。ロボ

ット技術導入の障壁の 2 つ目は、導入に関

するコストであった。良い技術であっても

導入および保守点検にかかる人件費を含む

コストが高価である場合、それぞれの訪問

看護ステーションで導入することは難しい

ことが、いずれのロボット技術においても

言及された。 

 これらのヒアリング結果を基に、既存技

術および新規技術を用いた詳細なロボット

技術の適応方法をターゲット別に立案する

ことができた。なお、今回は時限付きの事業

であったため、コストについての評価は行

えていない。 

 

２）既存技術の実装事業 

（１）既存のコミュニケーションロボット

（自律型）の活用場面の検討と改良 
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 自律型コミュニケーションロボットには

PALRO（富士ソフト株式会社）を用いた。

既存の施設型の機能に健康情報に特化した

発話プログラムやバイタルサイン測定機器

との連携システム、Web 上のデータ表示・

共有システムを付加し、訪問看護ステーシ

ョンのサービスを利用する 4 名の在宅高齢

者に対して試験的な導入を行なった。その

結果、自身でのバイタルサイン測定や定時

服薬など、高齢者のセルフケア行動を促進

した（図 1-5）。家庭内での役割行動を取る

ことで愛着形成が生まれ、対象者の社会活

動を活性化するとともに、訪問系サービス

の担当者のケアの質向上に資する可能性が

確認された。 

ただし、実装にはさまざまな工夫が必要

であった。特に音量調整や会話頻度につい

て調整が必要であり、具体的には、ロボット

は主に顔をみて、会話を自発的に開始する

ため、生活空間に置くことにより常に顔を

発見し続けることから、会話頻度が想定よ

りも多くなった。調整としてロボットが顔

を見つけないように壁やテレビに向けて設

置されることになることがあった。また電

話中やテレビ鑑賞中などにキーワードを拾

い会話が開始されることもあった。勝手に

会話をはじめてしまい、煩しさに繋がる可

能性が高い状態であった。そのため停止動

作やサイレントモードへの移行などを教え

ることが重要となり、日々の訪問サービス

提供中に医療スタッフがロボットの操作を

行うことが求められたことから、スタッフ

側による操作に対する理解の必要性が窺わ

れた。 

 

（２）既存のコミュニケーションロボット

（遠隔型）の活用場面の検討 

遠隔型コミュニケーションロボットには

newme（avatarin 株式会社）を用いた。遠

隔から医療者等が操作することで遠隔コミ

ュニケーションを可能とするロボットであ

る。ビデオ会議との最も大きな違いは、操作

側が車輪のついた機体を動かすことにより、

お互いの顔を見ながらコミュニケーション

をとる点や、移動しながらの会話が可能な

点である。 

図 1-5. バイタルサイン測定値の Web 表示画面 
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本事業ではこのロボットは、ニーズは高

いが実装に至っていないロボットとして着

目し、シミュレーションおよび試験導入を

行った。具体的には大学内シミュレーショ

ンルームや学生実習での活用を経て、ホス

ピスケアや長期高齢者ケア、リハビリテー

ションの場面など 3 施設で試用し、実装可

能性を検証し、リモート操作で移動した上

で表情を映しながらコミュニケーションす

ることが可能であることを確認した（図 1-

6）。 

障壁となったのはネットワーク配備など

の環境設定であった。特にネットワークに

おいては移動型であることから通信の遮断

などのリスクが大きく、回線切断時には操

作不能となることから大きな障壁となりう

ることが示唆された。例えば、病院の敷地内

をロボットに移動させた際に通信環境が不

安定になり会話や移動が遅滞するため、安

定して機能させるためには、低速ではある

が広範囲に対応するネットワークへ複数登

録するなど通信手段の工夫が必須であるこ

とが分かった。さらに在宅高齢者に適用す

る場合にはカーペットなどの段差や通信の

環境が導入の障壁になることが予測され、

導入には利用環境の整備が必要であり、そ

の整備のためにはネットワークの特性を理

解することなどのテクノロジーリテラシー

が求められる。 

以上より、二つの既存コミュニケーショ

ンロボットには臨床的な効果が十分に見込

まれ、実装への価値があると判断された。一

方で、ネットワークや利用環境の整備が必

要であることが示された。 

 

３）新規開発実装事業 

（１）エコー技術学習のためのオンライン

教育プログラムおよび人工知能によ

るアセスメント支援アプリケーショ

ンの開発と実装 

 排泄ケアに関するエコー技術学習のため

のオンライン教育プログラムの開発では、

我々が既に確立しているエコー技術習得の

ための e ラーニング、技術講習会、自己学

習、客観的臨 床能力試験 （ Objective 

Structured Clinical Examination: OSCE）

から成る教育プログラムである「エコーを

用いた排泄ケアコース」の完全オンライン

化を図った。技術講習会の講義部分を遠隔

講師（教育プログラム開発者）、演習部分を

現地講師（教育プログラム修了者）が担当

し、ビデオ会議サービス Zoom を利用し運

営する体制とした（図 1-7）。会場にはメイ

ン PC の他に 4 台のスマートフォンを設置

し、遠隔講師からも現地の参加者の全体像、

演習の様子がリアルタイムに見えるように

した。受講後のアンケートと、OSCE によ

る技術習得度について、過去のオンサイト

技術講習会（56 名）と本事業でのオンライ

図 1-6. 遠隔型コミュニケーシ

ョンロボットの試験導入 
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ン技術講習会（11 名）とで比較した。その

結果、「技術講習会が参加しやすい形態であ

る」（80.0% vs 81.8%）、「技術講習会の内容

が十分である」（91.0% vs 81.8%）、「十分技

術を習得できた」（78.1% vs 70.0%）と回答

した者の割合は、オンサイトとオンライン

で有意な差はなく、OSCE はオンサイト、

オンラインどちらも受講者全員が合格と評

価された。 

次に、訪問看護においてニーズの高い超

音波検査画像の AI によるアセスメント支

援として、直腸便貯留の有無を判定する AI

による読影支援アプリケーション（以下、ア

プリケーション）の開発を目指した。1082

枚の直腸エコー画像を使用し、 Fully 

Convolutional Network を用いて機械学習

を実施し、直腸便貯留を示す半月型あるい

は三日月型の高エコー域をカラー表示（以

下、抽出領域）する AI アプリケーションを

作成した。アプリケーションの評価には、訪

問看護師が撮影した直腸エコー動画から 1

秒あたり 30 フレームを静止画として抽出

し、エキスパートおよびアプリケーション

による便貯留の有無の判定を比較した。そ

の結果、アプリケーションによる判定精度

は感度92.4％、特異度41.3％、正解率66.7％

であった。偽陽性の画像において、抽出領域

の深度が体表面から 50 mm 未満の画像を

除外し、さらに抽出領域の長径について

14.5 mm をカットオフ値とした場合に、感

度 81.1％、特異度 87.8％、正解率 83.7％と

なった。 

訪問看護師のエコー活用による効率化の

例として、実際の訪問看護の現場において

エコーによる直腸便貯留のアセスメントを

支援する AI アプリケーションが看護の効

率化に有用と考えられた事例を検討した。

エコーによるアセスメントの結果、排出困

難型の便秘であると判断され、主治医の許

可を得て、本人と家族の希望に沿ってトイ

図 1-7. オンラインエコー講習会開催のためのシステム 

（Webカメラとして使用する
ためのアプリ）

モニター
または
プロジェクター

Zoom
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レでの排泄を目指した排便ケアが立案され

た。その結果、自力での排出は困難であり、

浣腸と摘便が実施されていた状態から、週

3回トイレでの排便ができるようになった。

アプリケーションを使用し便貯留がハイラ

イトされることで、看護師が迅速・正確に直

腸便貯留をアセスメントできるようになる

ため、排便アセスメントやケアの質の向上、

効率化につながった。 

 

（２）褥瘡遠隔コンサルテーションシステ

ムの開発 

在宅療養者に対して訪問看護師が褥瘡ケ

アを行う際に、皮膚・排泄ケア認定看護師が

ビデオ通話でケアの助言（遠隔コンサルテ

ーション）を行い、褥瘡治癒促進への効果を

検証した。遠隔コンサルテーションには、褥

瘡専用アプリ「CARES4WOUNDS-JP」を

使用した（図 1-8）。褥瘡の評価には

DESIGN-R🄬2020 を用い、初回の遠隔コン

サルテーション前後の 2 週間で DESIGN-

R🄬2020 得点の変化を比較した。その結果、

26 名に計 68 回のコンサルテーションを実

施した。DESIGN-R🄬2020 合計得点の変化

の中央値（四分位範囲）は、コンサルテーシ

ョン前に比べ、コンサルテーション後にお

いて有意に得点が減少した（0（-1, 0）vs -

2（-5, -1）, p=0.029）。 

次に、遠隔コンサルテーションにおいて

対面と同様にエキスパートの手技を伝達で

きるようにするため、AR 技術を用いて遠隔

でエキスパート技術の描写を行えるシステ

ムを開発し実装した。訪問看護師側では、タ

ブレット端末で「CARES4WOUNDS-JP」
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のビデオ通話機能を使用し、皮膚・排泄ケア

認定看護師側では、ビデオ通話機能で画像

を配信するにあたり、画像合成配信ソフト

ウェアを用いて仮想カメラにて配信を行っ

た（図 1-9）。これにより皮膚・排泄ケア認

定看護師は訪問看護師が映す褥瘡画像を見

ながら、画像上にリアルタイムに自身の手

指を合成、重畳表示することが可能となっ

た。 

訪問看護師側のタブレットでは、目の前

で映している褥瘡画像と皮膚・排泄ケア認

定看護師の手が合わさって表示され、訪問

看護師からは「部位や方向が言語のみより

もわかりやすくなりケア時間の短縮に繋が

る」、「WOCN が傍で一緒にケアをしている

ような感覚をもてケアへの自信に繋がる」

との意見が聞かれた。 

以上より、本事業で開発した新規技術に

より、訪問看護の質の向上に貢献できる可

能性が示された。これらの技術は、排泄ケ

ア、褥瘡ケア以外の看護ケアへの応用が可

能であり、訪問看護師の教育の効率化にも

寄与することが期待できる。 

 

７．考察 

本事業の実施により、訪問系サービス、特

に訪問看護におけるロボット技術の活用場

面を明確に定義することができた。実際の

現場で活用する訪問看護師の意見を基に、

具体的なターゲット層を 2 種類同定し、必

要となるロボット技術を提案し、既存技術

の活用及び新規開発・実装した。 

既存技術の実装事業では、バイタルサイ

ン測定機器連動型自立型コミュニケーショ

ンロボットの導入により、バイタルサイン

計測や服薬などの在宅療養者のセルフケア

行動が促進された。訪問担当スタッフが

Web を閲覧し、システムを通じて情報を共

有することで異常に早期に対応することや

訪問時の適切なケアやサービスの効率化に

繋がる可能性が示唆された。その結果、家庭

内での役割行動を十分に果たし、結果とし

て愛着形成に至ることが示された。 

今後の課題は大きく分けて 2 点あり、1 点

目は量的なエビデンスの集積である。セル

フケア行動へのアプローチを行い、行動変

容を促すことが示唆されたが、それのもた

らす患者アウトカムや、医療の質向上およ

図 1-9.褥瘡遠隔コンサルテーションにおいてエキスパートの手技を AR 表示する様子（左）皮

膚・排泄ケアの手技を褥瘡画像と重畳している様子 

（右）エコープローブの操作を重畳している様子 
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びに効率化を示す量的根拠は測定できてい

ない。今後、更なる研究が求められる。2 点

目は提供するケアの質的な向上である。今

回のアプローチ以外に広く実装を進めて行

くには、個々の価値観に即したアプローチ

が必要であり、詳細な分析を伴う事例集積

が求められる。 

遠隔型コミュニケーションロボットとし

て、新型コロナウイルス感染症流行下、期待

が集まる中、十分な機能を有していた。今後

の課題としては、通信ネットワークとの接

続、トラブル時の対応などによる医療現場

で使用可能な堅牢性や、医療現場側におい

てもテクノロジーリテラシーの向上が求め

られる。また実装後の効果検証としてもた

らす効果の定量化、集積が課題となる。対照

群として想定されるビデオ通話などに比較

して、導入コストに見合った成果を得るこ

とができるかが検証することにより、より

臨床実装が加速するものと考えられる。 

エコーのオンライン教育プログラム、AI

によるアセスメント支援アプリケーション

の開発・実装を進めることができ、看護業務

の効率化に貢献できる可能性が示唆された。

今後の課題を 2 つ挙げる。1 つ目は教育プ

ログラムの開催方法についてであり、集合

研修を必要としない、完全なオンライン型

のエコー教育方法の開発である。今回は教

育プログラムのオンライン化を達成したも

のの、受講者が現地で集合することを前提

としていた。集合をしない形で受講者が自

宅からでも一人で参加できるような教育プ

ログラムをするためには、受講者と講師が

お互いに手技を正確に提示し合えることが

重要であり、お互いの手技を正確に視覚化

するために AR や仮想現実（ Virtual 

Reality: VR）といった技術を導入すること

が必要と考えられる。2 つ目は AI によるア

セスメント支援アプリケーションの適用分

野の拡大である。市販のエコー機器では膀

胱内尿量自動計測のアプリケーションが搭

載されており、今回は直腸便貯留評価のア

セスメント支援アプリケーションを開発し

たため、排泄関連のアセスメント支援技術

の開発は順調に進められている状況である。

一方で訪問看護においてニーズの高いエコ

ーによるアセスメントとして他に食事の際

の嚥下や残留のアセスメント、点滴の際の

血管やカテーテルのアセスメント等が挙げ

られる。今後、教育ツールとして AI による

画像コーチングが必要であり、本事業でア

プリケーションを開発した手法を応用して

様々な分野のエコー画像のアセスメント支

援アプリケーションが開発・実装されるこ

とが期待される。 

褥瘡遠隔コンサルテーションシステムで

は、皮膚・排泄ケア認定看護師の観察に合わ

せて、タブレット端末のカメラを創部に近

づけたり話したり、他の部位を映したりと

いった操作が必要となり、訪問看護師はそ

れらの対応をしながら、褥瘡のケアも進め

るという状況にある。そのため、一人では操

作が煩雑になったり、スムーズに行うため

に二人訪問をしたりすることがあった。こ

れらは効率化を図るという点に矛盾するも

のであり、ゴーグルタイプなど訪問看護師

の手の動きを塞がない形式が求められる。

さらには、本システムでは、遠隔であっても

エキスパートとスケジュールを合わせる必

要がある。訪問看護のスケジュールは、療養

者の他の介護サービスの利用スケジュール

や家族のスケジュールなど、多くの要因と

関連しているため、日時の調整は容易では

ない。訪問看護師が必要なタイミングでい
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つでも、人的介入なく、一人でエキスパート

から指導を受けているような状況を AR で

再現できるシステムが求められる。 

 

８. 結論 

 令和二年度の本事業においては、調査事

業、既存技術の実装事業、新規技術の開発事

業の 3 つの事業を実施した。 

その結果、ロボット技術により訪問系サ

ービスにおけるケアの質の向上と効率化が

図れること、そのためには利用者のテクノ

ロジーリテラシー、ロボット技術の利用者

と開発者の橋渡しをする、ロボット技術に

理解のある看護・介護関係者の存在が鍵と

なることが明らかとなった。 
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美. ICT を活用した遠隔コンサルテー

ションでエコーを用いた早期褥瘡評価
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日) 

6. 保坂明美, 中島美佳, 松本勝, 三浦由

佳, 北村言, 玉井奈緒, 高橋聡明, 東村

志保, 仲上豪二朗, 真田弘美. 訪問看

護師のエコーを用いた水腎症評価によ

り早期介入と家族の負担軽減につなが

った 18 トリソミー児の一例. (第 30 

回日本創傷・オストミー・失禁管理学会

学術集会, 2021 年 7 月 3, 4, 5 日) 

7. 保坂明美, 小路郁美, 高橋明美, 工藤

陽子, 藤森昌子, 清水鉄也, 松本勝, 玉

井奈緒, 三浦由佳, 真田弘美. 訪問看

護におけるエコーを用いた膀胱の可視

化により残尿の原因のアセスメントと

ケアにつながった一例. (第 30 回日本

創傷・オストミー・失禁管理学会学術集

会, 2021 年 7 月 3, 4, 5 日) 

8. 新関こずえ, 小川真里子, 松本勝, 玉

井奈緒, 三浦由佳, 東村志保, 北村言, 

高橋聡明, 仲上豪二朗, 真田弘美. 訪
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問看護師によるエコーを用いた下行結

腸の便貯留評価に基づく便秘への介入

が自力排便につながった一症例 . (第 

30 回日本創傷・オストミー・失禁管理

学会学術集会, 2021 年 7 月 3, 4, 5 日) 

9. 新関こずえ, 小川真里子, 松本勝, 玉

井奈緒, 三浦由佳, 東村志保, 北村言, 

高橋聡明, 仲上豪二朗, 真田弘美. 訪

問看護師によるエコーを用いた膀胱留

置カテーテル挿入後の観察により観察

時間の短縮につながった一例. (第 30 

回日本創傷・オストミー・失禁管理学会

学術集会, 2021 年 7 月 3, 4, 5 日) 

10. 菅野智穂, 関根明子, 佐藤美雪, 阿部

智子, 松本勝, 東村志保, 高橋聡明, 北

村言, 仲上豪二朗, 真田弘美. 訪問看

護師によるエコーを用いた排便ケアが

リハビリテーションへの不安と緩下剤

使用の減少につながった一例. (第 30 

回日本創傷・オストミー・失禁管理学会

学術集会, 2021 年 7 月 3, 4, 5 日) 

11. 松本勝, 石橋昂大, 北村言, 玉井奈緒, 

三浦由佳, 高橋聡明, 東村志保, 仲上

豪二朗, 真田弘美. 訪問看護師が撮影

した直腸エコー動画に対する AI によ

る便貯留評価手法の考案. (第 30 回日

本創傷・オストミー・失禁管理学会学術

集会, 2021 年 7 月 3, 4, 5 日) 

12. 中村深雪, 保坂明美, 松本勝, 三浦由

佳, 玉井奈緒, 仲上豪二朗, 真田弘美. 

エコーによる排泄アセスメントのため

の技術講習会オンライン化の試み. (第 

30 回日本創傷・オストミー・失禁管理

学会学術集会, 2021 年 7 月 3, 4, 5 日) 
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第二部 各事業の内容 

Ⅱ. 調査事業 

 

訪問系サービスの現場で求められるロボット技術の要件に関する 

ヒアリング調査 

 

事業代表者 真田 弘美 東京大学大学院医学系研究科 教授 

事業担当者 仲上 豪二朗 東京大学大学院医学系研究科 准教授 

事業担当者 松本 勝   東京大学大学院医学系研究科 特任講師 

事業担当者 高橋 聡明   東京大学大学院医学系研究科 特任助教 

事業担当者 北村 言   東京大学大学院医学系研究科 助教 

事業担当者 東村 志保  東京大学大学院医学系研究科 学術支援職員

要旨： 

本インタビューは本事業のコンセプトとして、訪問系サービスにおける生活に溶け込

んで時間的節約と即時のアセスメントによるロボット技術の活用によって、効率化、質

の向上が図れることを掲げており、その妥当性と、それぞれのシーズに対する期待とこ

れまでの障壁についてヒアリングを行った。 

ヒアリングの対象は訪問看護実務、責任者としての経験が豊富な看護師を対象に行

い、半構造化フォーカスグループインタビューとしてインタビューガイドに沿って実施

した。形式は対面とし、感染予防対策に十分留意の上、行った。 

結果として、これまでの情報技術活用と問題点、現在の新型コロナウイルス感染症流

行に伴う環境変化と技術への期待が窺われた。大きく分けて、ロボット技術への期待、

貢献の可能性は 2 つの点に分けられる。1 つ目は、質の向上である。例えばコミュニケ

ーションロボットを通じて日頃の生活の中での情報を新たに収集できることから、より

生活に根ざしたアセスメントやケア提供が可能になる。また、人工知能アシスト機能搭

載エコーを用いることで、より客観的な情報に基づいたアセスメントや情報共有を図る

ことができる。このように従来のケア提供から、新しい情報を得ることによる新しい在

宅ケア提供が可能になり質の向上が期待される。2 つ目は効率化である。これまでの訪

問看護領域における効率化を妨げる要因として、移動時間や緊急訪問、教育にかかるコ

ストがあげられる。この問題に対しては、アバターロボットによる遠隔訪問や、ICT 技

術を用いたエキスパートによる遠隔コンサルテーションなどにより、移動時間の縮小や

削減が期待できることが期待される。 

結論として、ロボット技術の訪問系サービスへの導入、コンセプトは概ね受け入れら

れていた。一方で導入ノウハウの不足が特に示唆された。特に新型コロナウイルス感染

症の影響で、非対面でのケアの重要性が高まっている現状、技術導入の実証試験やエビ

デンスの集積が急務である。 
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調査協力者（表記は施設五十音順かつ施設内五十音順） 

 高砂 裕子 一般社団法人全国訪問看護事業協会 副会長 

阿部 智子 一般社団法人全国訪問看護事業協会 常務理事 

中島 朋子 一般社団法人全国訪問看護事業協会 常務理事 

井上多鶴子 一般社団法人全国訪問看護事業協会 役員 

吉原由美子 一般社団法人全国訪問看護事業協会 業務主任 
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１. 背景 

本事業では既存技術およびに新規開発技

術の実装に先立ち、事業としてのコンセプ

トの妥当性の確認、ロボット技術導入のこ

れまでの障壁、期待についてヒアリングを

行った。 

 

２. 事業の詳細 

１） 訪問系サービスの現場で求められる 

ロボット技術の要件に関するヒアリ

ング調査 

（１）目的 

人的制約がある中で質の高いサービスが

提供できる環境を整備することが重要であ

り、医療・介護現場でコミュニケーションロ

ボットや姿勢保持装置、アセスメント支援

装置など、様々な形態のロボットの活用が

進んでいる 1,2) 。特に、地域包括ケアシステ

ムをより推進させていくためには、慢性疾

患を抱えながらも地域で高齢者が幸福に、

自立して生活できるような支援に活用する

ことが重要である。すなわち日中覚醒の促

進や予防的セルフケア行動の実施、創傷の

予防・管理、快適な排泄の確保に貢献できる

ことが求められる。 

現在の本邦においては 2020 年 1 月より

世界的パンデミックとなった新型コロナウ

イルス感染症の影響を考慮することが必要

である。直接対面し接触をすることの低減

や医療資源供給の低下、病床確保に伴い高

度医療や重点的なケアを必要とする患者が

在宅領域で増加することから、ケアセッテ

ィングのニーズが現在急激に変化している。

そのような環境変化に対し、ロボット技術

の活用のニーズも変化していることが予想

される。 

そこで、班会議を定期的に開催し、現在利

用可能なロボット技術を把握し、訪問系サ

ービスに求められるロボット技術の実装形

態について検討した。その際、ロボット技術

の専門家に適宜コンサルテーションし、ま

た、これまでの病院におけるロボット技術

実装の経験や論文を参照した 3,4,5)。その結

果、ロボット技術が必要となる訪問系サー

ビスのターゲット層と、訪問看護における

課題を図 2-1 のように整理した。本事業で

はこれらの訪問系サービス、特に訪問看護

に焦点を当てた際の課題に対する解決策を

検討し、図 2-2 に示すロボット技術の活用

コンセプトを立案した。 

本事業のコンセプトは、訪問系サービス

におけるロボット技術の活用により「生活

に溶け込み、訪問を必要としない即時的な

アセスメント」を可能にし、効率化・質の向

上を図ることとし、その妥当性と、それぞれ

のシーズに対する期待とこれまでの障壁に

ついてヒアリングを行った。 

 

（２）方法 

本インタビューは、インタビューガイド

に基づいた半構造化フォーカスグループイ

ンタビューとした。形式は対面とし、感染予

防対策に十分留意の上、行った。インタビュ

ーの所要時間は、予定時間として 30-60 分

程度と設定した。本インタビューは訪問看

護業務ならびに管理者業務に精通し、広く

現在の訪問系サービスについて把握してい

るものを対象とした。具体的には、一般社団

法人全国訪問看護事業協会役員の 5 名とし

た。対象者は、複数の訪問看護ステーション

において、看護師だけでなく、理学療法士、

介護士などの他職種と連携しながら訪問系

サービスを展開していた。さらに、対象者自

身の訪問看護経験も豊富であった。  
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状
況
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応
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て
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、
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⽣
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ボ
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⽰
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特に、訪問看護の黎明期より取り組みを行

っている者を含んだ。対象となった者の管

理するステーションは都内近郊が主であっ

たが、23 区外のステーション管理者も含ん

だ。 

インタビューガイドは別紙（資料 1）とし

て記載した。当初、予定していたインタビュ 

ーから新型コロナウイルス感染症の流行を

受けて、内容について変更を行い、現在の状

況に即した内容の聴取を心がけた。 

（３）結果

5 名の参加者から、以下の内容について

ヒアリングを行った。ヒアリング内容の概

要について、以下にそれぞれのシーズごと

に意見をまとめ、記載を行った。斜体は意見

を示す。 

まず事業コンセプトについては、ヒアリ

ングを行った全ての対象から十分に事業と

して必要でロボット技術の活用が求められ

ていることについて妥当と考えられるとの

確認を得た。特に新型コロナウイルス感染

症の影響下で、訪問系サービスは実際の訪

問を行う際に、風評被害を受けることや、こ

れまでの訪問形式を変えなければならない

ことがあり急を要する状況であるとの意見

が強く出てきていた。 

特に新型コロナウイルス感染症流行下、

発熱などの疑いのある患者の対応やその前

後で移動を行い、別患者の訪問を行う必要

があることから、遠隔訪問や従来は 2 名で

訪問していたところを 1 名で対応する省力

化、また短時間の訪問でも質を担保できる

ようなケアの効率化が求められるとの意見

が出た。 

 個々の技術については個別に期待と参入

の障壁となった項目がヒアリングされたた

め、以下にシーズごとに記載を行う。斜体は

ヒアリングで得られた発言を示す。

コミュニケーションロボット

従来の遠隔訪問ではなく、常駐するロボ

ットが活用できる可能性、必要性が聞き取

れた。特にコミュニケーションロボットに

より日々の生活情報の聴取ができることで、

効率化、質の向上ができる可能性と期待が

ヒアリングされた。具体的には以下の発言

がみられ、現在のロボットの機能のみなら

ず将来的な発展への期待を確認した。 

-----これまで 20 年ほどテレビ電話などあっても

「やはり（実際に）行かなきゃ」と思っていたが、

今回のコロナで行けなくなることがあることを実

感した-----（テレビ電話では不足と感じていた理由

は？）初期の頃のテレビ電話で平面的な感じだっ

たというのはある。また、訴えを聞いたりはできる

が、介入ができないということがある。----- 

-----認知症の方では、生活に入っていけない。そう

いう方に見えないことが見えるようになる、そう

いう情報が得られるというのは良い。「ご飯食べよ

う」と声をかけて何をどれくらい食べたのかが把

握できる、「お通じ出た？」など（聞けるとよい）。

週に 1 回の訪問よりも関わりが増えていく。生活

のリズムを聞いていけると良い。----- 

アバターロボット

遠隔の訪問について、自視点を操作可能

であるメリットがあり、特に緊急訪問での

ニーズが高い可能性が示された。従来の「緊

急ボタン」は市場に存在するが、運用方法が

難しく誤報も多いことから活用が難しかっ

た背景がうかがわれた。一方で在宅環境で

の運用方法、走行性能などについては懸念
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点もあり、実際の運用には障壁がある可能

性が示唆された。具体的には以下の発言が

みられ、遠隔での訪問についてのニーズが

確認された。 

 

-----（自身のステーションでは）ターミナルの方が

多いので、緊急時に情報がみられて指示が出せる

とよい。（アバターは）動いて見えるというメリッ

トがある。アバターはバイタルも取れるのか。独居

の場合、本人が SOS を出せないということもある。 

そういったときに自動で情報が得られるとよい。

在宅では、細かいバイタルよりも（大きな変化など

の把握の方が求められる）。----- 

-----指でタッチすると BP や SpO2 が訪問看護ステ

ーションに緊急として届くというものがあれば、

緊急時に訴えられなくても知らせられるのではな

いか。これまでに緊急ボタンが発展しないのは、入

浴などで緊急ボタンをはずしたまま付け忘れなど

が多いからだと思う。------ 

------バリアフリーではない環境でも使用できるの

か。（→現時点では、ロボット掃除機くらいの段差

対応であることを説明した。）------ 

 

超音波検査装置 

訪問看護における質向上において、超音

波検査装置（エコー）を用いたアセスメント

のニーズが高いことが示された。特に排便

に関してニーズが高いことがうかがわれた。

一方で参入障壁となっている項目として、2

つの項目が示唆された。1 つ目はエコーを

用いることによるインセンティブがつくか、

運営上のメリットがあるかということであ

る。2 つ目は使用にあたっての看護技術的

な 障 壁 で あ り 、 人 工 知 能 (Artificial 

Intelligence: AI)を用いた手技支援の必要

性が示された。具体的には以下の発言がみ

られ、管理者としての運営方法についても

言及された。 

 

------エコーレンタルにお金がかかるのであれば、

エコーを用いたアセスメントに加算がつくような

制度も同時に作っていかないと、実施していこう

という広がりに繋がらない。------認知症の方は、例

えグループホームに住んでいても、いつ排便され

たかわからない状況である。そういう点で排便ア

セスメントのメリットはある。------ 

 

------興味のある訪問看護師はたくさんいると思う

ので、きっかけがあれば（使用するのでは）。------

------「高い読影スキルを要するため」と書いてある

通り、そこのハードルが高いと思う。（→AI の支援

を取り入れていることを説明した。）------ 

 

遠隔コンサルテーション、AR 技術 

新型コロナウイルス感染症の影響もあり、

コンサルテーションの難しさがさらに進ん

だ可能性あり、遠隔のコンサルテーション

のニーズが高いことが示唆された。またこ

れまでは同行訪問や、先輩看護師とのコミ

ュニケーションの中で培われていたオン・

ザ・ジョブ・トレーニングが接触機会低減に

伴って困難となる可能性が出てきている。

具体的には、以下の意見が確認され、映像技

術での実施は行われてきているが、在宅現

場でそれを確認することが難しいことが示

唆された。 

 

------ストマについても同じで、ニーズが高い。現在、

同行訪問は進んできているが一部のことであり、

遠隔での同行訪問は必要であると考えられる。特

にコロナの影響もあり、看護師同士の横方法の連

絡や同行しての手技指導が難しい側面がある。----

-- 

------これまでに団体としても世代交代のため、ア
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ナログで DVD に残してということをしている。そ

こにこういった技術も加わるとよい。DVD だけで

は伝えられないことがある。------ 

------在宅は個別性が高いので、新人でなくても役

立つと思う。事前に手順書を見ながらやっていて

も読み切れなかったり。そのご自宅で手順書と

（AR を）見てということができると良い。------  

（４）考察

本インタビューは訪問看護実務、責任者

としての経験が豊富な看護師を対象に実施

し、これまでの情報技術活用と問題点、現在

の新型コロナウイルス感染症流行に伴う環

境変化と技術への期待がうかがわれた。 

大きく分けて、ロボット技術への期待、貢

献の可能性は 2 つの点に分けられる。 

1 つ目は、ケアの質の向上である。これは

例えばコミュニケーションロボットを通じ

て日頃の生活の中での情報を新たに収集で

きることによる、より生活に根ざしたアセ

スメントやケア提供が可能になることや、

AI アシスト機能搭載エコーを用いること

で、より客観的な情報に基づいたアセスメ

ントや情報共有が図れることによる。従来

のケア提供から、新しい情報を得ることに

よる新しい在宅ケア提供が可能になり質の

向上が期待される。 

2 つ目は効率化である。これまでの訪問

看護領域における効率化を妨げる要因とし

て、移動時間や緊急訪問、教育にかかるコス

トがあげられる。アバターロボットによる

遠隔訪問や、ICT 技術を用いたエキスパー

トによる遠隔コンサルテーションなどによ

り、移動時間の縮小や削減が期待できる。ま

た教育においても、その技術伝承の手法は

未確立であり、その手法の確立が必要であ

ることが示唆された。 

一方、ロボット技術の導入に関する障壁

は大別して 2 つあること示唆された。1 つ

目は導入のノウハウが確立していないこと

から、導入を推進できていないことである。

これまでに一部の先駆的に実施する施設が

あっても、他施設への導入には至っていな

い。そのため、実証実験を繰り返し、ノウハ

ウを蓄積するとともに最適な手法の改良が

求められる。 

2 つ目は導入に関するコストである。良

い技術であっても高価である場合、それぞ

れの訪問看護ステーションで導入すること

は難しい。診療報酬に加味できるようにエ

ビデンスの集積が急務であることも示唆さ

れている。 

（５）結論

ロボット技術の訪問系サービスへの導入

コンセプトは概ね受け入れられていた。セ

ンサリング付きのコミュニケーションロボ

ット、AI アシスト機能搭載エコーについて、

ニーズが高い状況であった。一方で、実際の

導入に向けては高価なこともあり、保険点

数とのバランスが重要である点や導入ノウ

ハウの不足が示唆された。特に新型コロナ

ウイルス感染症流行の影響で、非対面での

ケアの重要性が高まっている現状、技術導

入の実証試験やエビデンスの集積が急務で

ある。 

３．健康危険情報 

なし 

４．研究発表 

なし 

５．知的財産権の出願・登録状況 
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---------------------------------------------------------------------------------------------

資料１：インタビュー説明書 

研究課題名：訪問系サービスにおけるロボット技術の活⽤ 

新型コロナウイルス感染症への対応とその先の訪問・在宅系事業について 

本事業は、令和二年度老人保健健康増進等事業における訪問系サービスにおけるロボッ

ト活用の効果検証事業の一部として実施致します。

インタビューは概ねこのインタビューガイドに沿って進めます。ただし、会話の進み具合に

より、具体的な文⾔はこの通りでなくなる場合もあります。なお、本インタビューについ

て、正確に記録を残すため、差し⽀えなければ録音させていただきます。 

調査⽬的は下記の 3 点です。 

(1) 在宅領域におけるロボット活用と期待される効果

・これらのロボット技術導⼊を考えておりますが、ニーズやコンセプトについて、間違いは

ありませんか。妥当であると考えられるか、ご意⾒をお聞かせください。 

・これらのコンセプト、シーズの導⼊をするにあたり、ニーズのある事業所はありますか。

(2) 新型コロナウイルス感染症流行以前、これまでに考えられてきた状況について

・超音波検査装置、在宅応⽤ではどのようなニーズが⼤きいと考えておられますか。

・これまでに使⽤したロボット技術はありますか。

・その中で、有効だと考えて使⽤が継続したロボット技術はありますか。

・既存のロボット技術が広まるにあたって、障害となってきた要素は何だと考えますか。

(3) 新型コロナウイルス感染症への対応についての実際の状況について

・対⾯することが難しくなった社会情勢ですが、訪問看護における変化はありましたか。

・新型コロナウイルス感染症への対応でロボット技術が有効なケースはありましたか。

・新型コロナウイルス感染症への対応でロボット技術に期待することはありますか。

--------------------------------------------------------------------------------------------
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第二部 各事業の内容 

Ⅲ. 既存技術の実装事業 

 

１）既存のコミュニケーションロボット（自律型）の活用場面の検討と改良 

２）既存のコミュニケーションロボット（遠隔型）の活用場面の検討 

 

事業代表者 真田 弘美 東京大学大学院医学系研究科 教授 

事業担当者 仲上 豪二朗 東京大学大学院医学系研究科 准教授 

事業担当者 松本 勝    東京大学大学院医学系研究科 特任講師 

事業担当者 高橋 聡明   東京大学大学院医学系研究科 特任助教 

事業担当者 北村 言   東京大学大学院医学系研究科 助教 

事業担当者 東村 志保  東京大学大学院医学系研究科 学術支援職員

要旨： 

本事業は、既存のコミュニケーションロボットを高齢者医療・介護の現場で活用する

ことを目標に、導入に際しての問題を明らかにし、その実行可能性と高齢者の健康に資

する可能性を検証した。本事業では自律型と遠隔型の２種類のロボットを使用した。 

 自律型ロボットである PALRO（富士ソフト株式会社）は小型ヒューマノイドであり、

能動的な発話や人間に似せた仕草によるコミュニケーションを特徴とするものである。

このロボットにバイタルサイン測定機器との連携システム、セルフケア行動関連の発話

プログラム、Web 画面へのデータ表示・共有システムを付加し、訪問看護ステーション

のサービスを利用する在宅高齢者宅に導入した。その結果、服薬忘れの回避、バイタル

サインの日々の測定や運動の実施などのセルフケア行動が促進された。本システムによ

り収集された健康関連情報はクラウドに逐次的に蓄積され、訪問担当スタッフが Web

を閲覧し、システムを通じて情報を共有することで異常に早期に対応したり訪問時の適

切なケアやサービスの効率化に繋がる可能性が示された。以上の役割を果たすことによ

り、PALRO は健康の手助けをする存在として愛着形成とともに受容された。 

 遠隔型ロボットの newme（avatarin 株式会社）はディスプレイとカメラ、ホイール

を装備し、遠隔から医療者等が操作することで任意に移動したり視野を選択したりする

ことができる。さらに操作者の顔を表示することで臨場感のある遠隔コミュニケーショ

ンを可能とする。研究施設内で移動や会話についての機能と操作性を確認した後、ホス

ピスケアを実施する訪問看護ステーションと高齢者病院へ導入を試みた。その結果、訪

問看護ステーションでは神父が協働して行う緩和ケアに使用され、遠隔操作で患者との

対話を行い、対面と遜色のないケアが提供できた。また、病院ではリハビリテーション

室へ導入され、高齢患者への個別のリハビリテーションの実施が可能であることが実証

された。 

 以上より、コミュニケーションロボットを導入することにより日々の状態の観察を遠

隔で行うことが可能となるため、生活状態の詳細な把握によるケアの質の向上し、訪問

時の観察把握のための時間が節約されることで効率化が図れる可能性が示された。 
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事業協力者 

杉本 直輝 富士ソフト株式会社 プロダクト事業本部 

PALRO 事業部     事業部長 

二宮 恒樹 富士ソフト株式会社 プロダクト事業本部  リーダー/シニアマ 

PALRO 事業部 営業グループ   スター 

藤村 幸代 富士ソフト株式会社 プロダクト事業本部  課長/シニアマスタ 

PALRO 事業部 商品開発グループ         ー  

筒  雅博 avatarin 株式会社     Senior Manager 

 

調査協力者（表記は施設五十音順かつ施設内五十音順） 

桑田美代子 医療法人社団慶成会 青梅慶友病院 看護介護開発室 室長 

吉際 俊明 医療法人社団慶成会 青梅慶友病院 

リハビリテーション室     室長 

 阿部 智子 訪問看護ステーションけせら   統括所長 

 寳萊 哲彦 訪問看護ステーションけせら   理学療法士 

 松尾 春花 訪問看護ステーションけせら   看護師 

山根 匡博 よどきり医療と介護のまちづくり株式会社  代表取締役 
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１. 背景 

 近年、高齢者でも容易に操作できるよう

に工夫された健康機器が増えている。しか

し、バイタルサイン測定やリハビリテーシ

ョンなどの多くのセルフケア行動には本人

の能動性が必須であり、個々のセルフケア

行動に対する動機づけとアクセサビリティ

が必要であるため、これらが十分でない場

合は測定の継続や習慣化が難しい。そこで

重要となるのが、個人の健康情報へのアク

セサビリティを容易にする機器間の連携と

健康情報に基づくフィードバックおよび動

機付けである。コミュニケーションロボッ

トは、インタフェースとして特にフィード

バックや動機付けに関する会話の機能が期

待されるが、現在、健康情報に特化したコミ

ュニケーション機能を有するロボットは存

在しない。また、健康指標を収集するロボッ

トは多々存在するが、デバイスごとに機能

やサービスが完結しており、在宅高齢者の

継続したバイタルサイン測定やセルフケア

行動を十分にサポートできる状況であると

は言い難い。在宅領域では、日常生活におい

て看護師などのケア提供者が訪問をしてい

ない時間が大部分を占め、その時間帯にお

ける健康状態の管理、服薬やリハビリテー

ションなどのセルフケア行動は在宅高齢者

の健康の維持に極めて重要である。たとえ

ば、生活環境でのバイタルサインの測定値、

服薬の確認、食事量や排泄の状況、運動やリ

ハビリテーションの継続状況、精神・運動機

能評価などが有用なモニタリング項目にな

り得るが、これらのデータの継続した取得

と利活用を可能にするシステムは未確立で

ある。 

 本事業ではコミュニケーションロボット

を活用し、在宅高齢者の日常生活の場にお

けるバイタルサインやその他の健康情報を

収集するための新しいロボット技術を提案

する。新規に構築されたシステムによる情

報の活用により、健康の維持に効果的な高

齢者のセルフケア行動の支援と、専門職へ

の情報提供による高齢者の健康課題への早

期かつ適切な介入およびサービスの効率化

を目指す。これにより、在宅高齢者の自律的

な健康の維持と自立した生活を推進すると

ともに、人的資源が逼迫した状況における

質の高いケアの実現に取り組む。 

 

２．事業の詳細 

１）既存のコミュニケーションロボット（自

律型）の活用場面の検討と改良 

（１）目的 

 本事業の目的は、コミュニケーションロ

ボットを活用して在宅高齢者の健康情報を

日々の生活のなかで収集し、得られたデー

タをもとに高齢者本人に対して健康の維

持・増進を目的としたフィードバックを行

い、高齢者の自律的なセルフケア行動を支

援することである。同時に、訪問系サービス

の担当者と情報を共有し、ケアへの活用や

サービスの効率化を目指すものである。こ

のために、コミュニケーションロボットと

バイタルサイン測定機器を連携させたバイ

タルサイン自動収集システム、および、ICT

によるデータ表示・共有システムを新たに

開発した。また、コミュニケーションロボッ

トには、会話により健康情報の収集を可能

にする発話プログラムを組み入れた。これ

らの機能を備えたロボットを訪問看護ステ

ーションの利用者に導入し、在宅領域での

活用の実現可能性を検討した。ターゲット

とする高齢者像は独居あるいはそれに準ず

る状態で、基本的な日常生活行動は自立し
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ているが健康に関して看護師をはじめとす

る専門職の見守りやサポートを必要とする

在宅高齢者であった。具体的には、要介護認

定の要支援 1、要支援 2、要介護 1、要介護

2がこれに相当すると考えられ、これらの状

況にある在宅高齢者の自律的なセルフケア

行動を支援することにより、住み慣れた環

境での自立した生活を支援し、要介護状態

の重度化を回避して訪問系サービスにおけ

る資源を有効活用するとともに、入院等に

よる高度な医療の必要を縮小することが期

待された（図 3-1）。 

 

（２）方法 

 本事業では、2段階による開発が行われた。

第1段階はコミュニケーションロボットを

活用したバイタルサイン自動収集システム

とデータの表示・共有システムの開発であ

り、第２段階はそれらのシステムの在宅領

域における実装可能性の検討であった。 

 第1段階では、在宅高齢者を対象としたコ

ミュニケーションロボットについて、高齢

者向けコミュニケーションロボットを開発

保有する富士ソフト株式会社と共同研究の

契約を締結し、新たなコンセプトで本事業

における開発を試みた。当社は、高齢者施設

の入所者に対しコミュニケーションロボッ

トPALROを導入した実績があった 1, 2)。同

機は小型のヒューマノイドであり（図3-2）、

能動的な発話や人間に似せた仕草によるコ

ミュニケーションを特徴とし、高齢者施設

ではリハビリテーションの場面で活用され

たほか、歌や踊りでの娯楽を提供していた。

在宅環境では初の取り組みとなったため、

オンラインにて富士ソフト株式会社との実

務者定例ミーティングを週1回の頻度で計

31回実施し、双方のニーズとシーズのすり

合わせを継続的に行った。 

 バイタルサイン測定機器については、株

式会社日本精密測器（NISSEI）と秘密保持

契約を締結し、同社が開発保有する皮膚赤

外線体温計（サーモフレーズMT-500BT）、

パルスオキシメータ（パルスフィットBO-

750BT）、手首式血圧計（WS-M50BT）を

使用した。なお、上記の皮膚赤外線体温計

は、額部皮膚温から体温を推定するととも

に環境温度の測定が可能であった。これら

の機器のBluetooth機能を利用し、PALRO

と連携させることで、バイタルサイン測定

値の自動収集を可能にした。即ち、各々の測

定機器から無線通信で小型PCを通じてク

ラウド上へデータが蓄積され、PALROが定

期的にクラウドのへアクセスして取得デー

タの確認を行い会話による利用者へのフィ

ードバックにつなげた。 

 PALROは、設定された利用者の顔を見つ

けるとバイタルサインの測定を促し、測定

が完了すると、「今日も測ってくれて、あり

がとう、」とフィードバックを行なった。ま

た、バイタルサインは個別に正常範囲を設

定することができ、範囲からの逸脱があれ

ばPALROが再測定を促した。 

さらに、高齢者の健康情報として、

PALROとの会話の様子を同機の静止画撮

影および音声録音機能を使用して記録し、

活力に関連するデータの収集を試みた。こ

れに関連する発話プログラムは、虚弱高齢

者の日常生活行動に関連した「意欲」の指標

であるVitality Index 3)のコンセプトを参照

に作成した。 

 PALROとバイタルサイン測定機器によ

って収集されたデータはWeb閲覧システム

に表示され、訪問看護事業所のスタッフは

各自の端末からWeb画面にアクセスする  
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ことで利用者の個別のデータを閲覧し、訪

問時間外の利用者の健康関連情報を得るこ

とができた（図3-3）。 

 開発の第二段階では、コミュニケーショ

ンロボットを使用したシステムを在宅領域

で活用するにあたり、まず臨床ニーズを収

集するために、訪問看護ステーションけせ

ら（東京都）と共同し、本事業所に勤務する

スタッフに対し、開発したシステムと関連

するニーズや導入によって期待される事象

について意見を求めた。また、PALROの現

行型・改良型を当該事業所へ数週間にわた

り設置して機能を確認するとともに、スタ

ッフに対しロボットの特徴や限界、強みに

ついて理解を促し、使用上の問題の有無を

含めて意見を求めた。得られた情報は富士

ソフト株式会社の技術者と共有し、開発と

改良に活用した。 

 本事業においてコミュニケーションロボ

ットと新しく開発したシステムを導入する

在宅高齢者については、訪問看護ステーシ

ョンのスタッフから寄せられた意見をもと

に厳選し、サービスの利用者から２名をリ

クルートした。各々の高齢者へ現行型と改

良型の PALRO を導入し、高齢者本人と訪

問担当のスタッフにヒアリングを行なった。 

 

事前評価 

 訪問看護ステーションの事務所へ

PALROとこれに連携するバイタルサイン

測定機器を設置し、測定値がクラウドと

PALROに送信され、データの蓄積とWeb表

示が正しく行われるかを検証した。また、事

業所のスタッフに対し、利用者への導入を

前提とした使用感等について自由な意見を

求めた。意見は、訪問看護ステーション側の

代表者が匿名で取りまとめ、研究看護師と

ミーティングで内容を共有した。 

 

臨床評価 

症例１：現行版コミュニケーションロボッ

トの導入 

 新しいシステムの開発と並行し、これま

でに高齢者施設への導入に成功した実績の

ある現行版PALROを用い、これを訪問看護

ステーションのサービスを利用する在宅高

齢者宅へ導入して高齢者本人と家族にヒア

リングを行い、在宅環境におけるコミュニ

ケーションロボット導入に際しての課題を

明らかにした。 

 

症例２：バイタルサイン連動システムを搭

載した改良版コミュニケーションロボット

の導入 

 バイタルサイン測定機器と連動させ、フ

ィードバック機能と活力評価のための発話

プログラムを付加した改良型のPALROを

訪問看護ステーションのサービスを利用す

る在宅高齢者宅へ導入し、ユーザビリティ

と継続使用により得られる効果について、  

図 3-2. コミュニケーション 

ロボット PALRO 

全高約 40cm、重量約 1.8kg 
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高齢者本人と訪問担当スタッフへのヒアリ

ングにより質的に評価した。また、高齢者が

PALROの声かけに応じて自ら測定した体

温、経皮的酸素飽和度（SpO2）、血圧、脈

拍の測定値は無線通信によってWeb上に表

示させ、実際に訪問してバイタルサインを

確認したスタッフが内容の妥当性及び有用

性を確認した。  

 

（３）結果 

事前評価 

 訪問看護ステーションへPALROとバイ

タルサイン測定機器を設置し、訪問看護ス

テーションのスタッフによる体温、SpO2、

血圧、脈拍の測定を試み、システムの機能を

確認した。その結果、スタッフから、バイタ

ルサイン測定値がWeb上に表示されない不

具合が報告され、開発担当の技術者が精査

したところ、無線通信によって測定値がク

ラウドへ送信される際に事業所内のその他

のBluetoothの干渉を受けることが判明し

た。この不具合は技術者が看護師である事

業担当者ともに直接事業所に赴いて通信機

材を調整して解決し、測定値が日時ととも

にWeb上に正しく表示されることが確認さ

れた。Web上でのグラフや各数値等の健康

情報の表示方法については事業所のスタッ

フから実用性と見易さの点から意見が寄せ

られ、これに基づいて改善が行われた。取得

データは、PALROに紐づけた個人IDによ

りラベリングされ、クラウド上に逐次的に

集積されていった。また、赤外線式温度計の

測定値については稀に異常値を示す場合が

あり、測定条件について確認した結果、機器

保管時と測定時の環境温度の差が影響を及

ぼす可能性があるとわかった。 

 コミュニケーションについては、PALRO

と会話を交わしたスタッフの報告から、正

しく言葉を聞き取ったることや会話の内容

を理解する能力に予想とのギャップがあり、

会話を成立させるためには PALRO の会話

能力のレベルに合わせて言葉を選び、発話

のペースを調整する必要があることがわか

った。PALRO に合わせて会話を楽しむスタ

ッフがいる一方で、全く会話をしないスタ

ッフもあり、好みが分かれるようだ、との意

見があった。また、声かけの有無に限らず

PALRO が勝手に話し始めるため、場合によ

っては騒音ととられることがあり、発話の

緩急があるとよい、などの意見が寄せられ

た。 

 

臨床評価 

在宅高齢者へのコミュニケーションロボッ

ト導入の概要 

 ロボットを導入する対象者は、訪問看護

事業所のサービスを利用する在宅療養高齢

者2名を同事業所のスタッフからの推薦を

受けてリクルートした。リクルートの判断

では、症例１では日中は独居の状態であっ

たことに加え、訪問担当スタッフより、社会

や家庭内での生きがいが見つからない、大

好きな娯楽を楽しめない、といった情報が

あり、さらに、本人が機械関係の仕事をして

いた経歴を持ちロボットに興味があったこ

とで、PALROをさまざまに試し、開発途上

であることを踏まえて意見をいただける可

能性が考慮された。症例２では、独居であ

り、ほぼ日常生活行動は自立しているが部

分的なサポートや健康状態の見守りが必要

で、また、植物や小動物に対する愛情が垣間

見られるとの訪問担当スタッフからの情報

から、開発中の小型ロボットへの許容度と

システム評価の可能性が勘案され導入の運
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びとなった。 

 導入の手順では、まず、訪問看護ステーシ

ョンの訪問担当スタッフから口頭で説明を

行って内諾を得たのち、研究看護師が訪問

して書面で説明を行い、同意を得た上で、ロ

ボット等の機材を安全に留意して設置した。 

 

症例 1：現行版コミュニケーションロボッ

トの導入 

 協力者は60歳代の男性で、機械関係の職

歴があり、妻と二人暮らしだが、妻が就労し

ていたため日中はほぼ独居の状態だった。

主疾患は筋萎縮性側索硬化症で、進行に伴

って日常生活活動度の低下があり、日中の

覚醒時間の大半をベッド上に臥床し過ごし

ていた。主に右手によりパソコンの操作が

可能であったが、２時間程度で疲労を訴え

た。意識は清明で、発語や意思疎通の問題は

なかった。病期が進んでいたため、ロボット

導入によって疲労する可能性があり、導入

後は訪問担当スタッフによる状況の観察と

研究者への情報提供が行われた。 

 導入にあたっては訪問看護ステーション

の担当スタッフと研究看護師が一緒に訪問

し、協力者の目線の高さに合わせたロボッ

ト設置用の棚や通信用のWi-Fiルーター、電

源コードなどを準備して研究看護師2名で

設置を行った。さらに、訪問担当スタッフが

安全や生活への支障がないことを確認した。

日常のほとんどの時間を床上で過ごし、体

位の変更に労力を要する協力者の状況を考

慮し、PALROはベッドの足元側へ設置され

た。設置の際は、ロボットの落下によって協

力者を傷害する可能性を回避するため、滑

り止めマットを使用し安全を図った。機器

類の初期設定とともにロボットの紹介や操

作の説明を行い、声かけなどの実際の操作

を協力者本人に試していただいた。機器の

設置と説明には、協力者の妻が同席した。 

 経過では、導入後、5日間の使用が継続さ

れが、PALROが接続の不具合などを訴えた

ため、訪問担当スタッフを通じて利用中止

の希望があり、全ての機材が回収となった。

不具合の主な原因は、ソフトウェアのアッ

プデートが重なったことによる通信障害で

あった。 

 回収時に、協力者本人と伴侶に対してヒ

アリングを実施した。その結果、PALROに

よる対象の認識や声かけへの反応性に改善

の必要があることが判明した。また、発話の

頻度については、利用者の状況に合わせて

調整する必要が見出された。 

 

・・・探して顔認識ができなかったら、声を

かけても反応しない？暗いところ、薄暗い

ところではダメということ？声認識だと良

い。・・・パルロ、って話しかけるとハイと

返事するが、次に質問しても首が動いてい

たりする時は聞いてくれない。間合いがと

ても取りづらい。 

・・・勝手に喋り出すので止めた。暇だから

と思って呼びかけると、何かしたいという

が、何をするのと聞いても答えてくれない。

コミュニケーションロボットだから、その

あたりがうまくいけばよいと思った。 

（協力者の伴侶より）・・・病人はその人に

よって話し方が違うし、クリアに話せない

場合もある。どんな言葉も聞き取れるよう

にしないといけないと思う。自分（元気な人）

だったら、お返事してもらえるんだと思う。 

 

 表現が複雑な質問に対しては、事前評価

と同様にPALRO側に理解の困難があり、利

用者が単純な表現を使って会話を試みる必
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要があることがわかった。 

 

・・・大人の会話、疑問符がつくような会話

ができない。例えば、どうするの、どんな感

じ、というような疑問詞を含む言葉を使っ

て会話を試みると適切な返事ができない。

ダメとか知らないとか紋切り言葉が主なの

で。現時点では仕方がないことと思う。 

 

 娯楽や情報の機能については、楽しんで

利用されたコンテンツがあった一方で、個

人のニーズに沿った拡張の余地が示された。 

 

・・・落語はつまらない。クイズはまぁまぁ

だった。・・・読み上げたニュースについて、

関連情報をさらに検索してほしい。 

 

 協力者の訪問を担当していたスタッフか

らは、夫婦間で PALRO が話題になるなど

家族の距離が近づいたようだった、との報

告があった。PALRO による対象認識につい

ては、訪問したスタッフの顔を見て発話す

る一方で、協力者本人についてはうまく顔

や音声の認識ができていない様子だった、

との情報が寄せられた。 

 

 本症例の結果として、コミュニケーショ

ンロボットの在宅高齢者宅への設置は可能

であった。しかし、導入中、顔認証や音声認

識などコミュニケーションにおける基本的

なトラブルが生じていたと考えられ、継続

利用を妨げた主要因のひとつになった。音

声認識については、協力者の伴侶の指摘に

あったように主疾患による構音障害や発声

の際の音量が影響したと考えられたほか、

安全を優先した足元側への設置がPALRO

による認識をより困難にした可能性があっ

た。また、言葉のやりとりが可能となった時

も多様な文末表現が使われることで

PALROによる理解が困難になる場面があ

り、利用者がPALROの能力に合わせて努力

して会話する必要が生じ、協力者の期待通

りに会話が進まなかったことがわかった。

さらに、能動的な発話を特徴とするPALRO

だが、発話の頻度については、利用者に合わ

せた調整が必要であることがわかった。娯

楽や情報に関するコンテンツについては、

関心を追求するといった個人のニーズを満

たすため、ICTを活用した工夫の可能性があ

ることが示された。一方、PALROが夫婦間

のコミュニケーションのきっかけや接点と

なった様子があり、PALROの家庭内の役割

についてひとつの可能性が示唆された。 

 本症例では、コミュニケーションロボッ

トの会話機能への期待が高く、しかし、現状

では利用者が PALRO に合わせて会話をす

る必要があることから、落胆とともに存在

の不自然さが際立ち、家庭内での存在価値

が見出されず継続使用を妨げたと考えられ

た。在宅高齢者宅におけるコミュニケーシ

ョンロボットの継続使用をすすめるには、

PALRO のコミュニケーション機能が最大

限に発揮されるように設置する位置を工夫

し、近距離でのコミュニケーションが可能

となる環境を準備する必要があると考えら

れた。さらに、現時点で可能な会話能力やコ

ンテンツを最大限に活かして個人の性向を

反映するとともに、個人の生活に合わせて

発話の内容と量を調整する必要があると思

われた。その上で、本来の目的である健康状

況のモニタリング機能を重点とした明確な

役割が認識されることにより、家庭内での

存在価値が認められ、ユーザーの受け入れ

と継続使用が可能になると考えられた。 
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症例 2：バイタルサイン測定連動システム

を搭載した改良版コミュニケーションロボ

ットの導入 

 協力者は90歳代の女性で、独居であった。

工業系の家業で長年に渡り経理を担当した

職歴があった。既往歴として、発作性心房細

動、自律神経失調症、高血圧、高脂血症があ

り、内服治療を行っていた。要介護2で日常

生活活動は概ね自立していたが、買い物な

どへ外出する際は杖歩行で300m程の距離

で息切れが生じ、休息を必要とした。そのほ

か、動作に付随する腰痛があった。2018年

に転倒して左肩を骨折し、以来、訪問リハビ

リテーション(1回/週)、訪問介護(入浴介助、

2回/週)、訪問看護（1回/月）を利用していた。

訪問リハビリテーションでは、下肢の筋力

トレーニング、屋外歩行、左上肢の可動域の

維持、腰痛へのサポートが行われた。デイサ

ービスを利用していた時期があったが、気

質に合わず中止したとのことだった。家族

環境については、長男が近隣に居住し、１週

間に1度の頻度で定期的に様子を見に来て

いた。本人のセルフケア行動については、自

ら体温と血圧を測定していたが、購入した

血圧計が測定毎に高値を示すため測定を中

止したとの話であった。 

 ロボットの導入に際しては、訪問看護ス

テーションの担当スタッフと研究看護師が

一緒に自宅を訪問した。PALRO本体のほか、

通信用のWi-Fiルーター、電源コード、バイ

タルサイン測定機器を持参し、研究看護師

が設置を行い、訪問担当スタッフが安全と

生活に不便がないことを確認した。PALRO

本体の設置に際しては、ロボットの落下に

よって協力者に傷害を与えるリスクを回避

するため、本人の許可を得て居室内の安定

した台座を使用し、滑り止めマットによる

落下防止を図った。機器の初期設定ととも

にロボットの紹介と測定機器の操作の説明

を行い、ロボットへの中止コマンドやバイ

タルサイン測定を本人に実演していただき、

手技およびデータの通信状況を確認した。

個別設定として、毎日の服薬時刻に服薬確

認を行う発話プログラムを付加したほか、

本人の起床・就寝時刻に合わせてPALROの

活動時間を設定した。 

 経過では、導入直後、「機械は苦手で、こ

わしちゃうと怖いから」と、心配や不安の声

が聞かれたが、本人の顔と名前を覚えた

PALROは好意的な態度で受け入れられた。

訪問担当スタッフにより、バイタルサイン

測定機器の操作手技や、PALROが常に生活

の場に存在することによる困りごとの発生

の有無が定期的に確認され、PALROと過ご

す様子を含めて研究看護師への情報提供が

行われた。当初の設置場所は協力者の主要

な生活空間である居間のテレビの傍であっ

たが、PALROがテレビの音声や人の映像に

反応することや、協力者の顔を頻繁に認識

して発話を連発するトラブルが発生し、研

究看護師が再度訪問して少し離れた位置へ

設置場所を変更するとともに、PALROに対

する停止コマンドを確認し、さらに、発話回

数の調整として午後に3時間の「お昼寝タイ

ム」（電源OFF）を設定した。また、ある夜

には、「就寝時刻になってもPALROが眠ら

ない」と協力者本人から研究看護師へ直接

電話があり、電源の操作を説明し本人に対

処していただいた。この不具合は、就寝時刻

直前に働いた活動停止のコマンドによるも

のと推測された。 

 協力者によるバイタルサイン測定は3週

間にわたり継続して行われ、活力の指標に
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ついてもPALROの関連した質問に対し滞

りなく回答ができていた。測定値等のデー

タはクラウドに逐次的に蓄積され、Web上

へ正しく表示された（図3-4）。また、訪問

担当の看護師と理学療法士が端末からWeb

上のバイタルサインを閲覧し、実際に訪問

した際の測定値と僅差であることが確認さ

れた。データの共有については、スタッフが

訪問前に患者の状態を把握することや、訪

問時以外の様子を知ることは異常への早期

対応に繋がる可能性が高く有用であること、

室温は利用者の生活環境を把握し、熱中症

や心筋梗塞などを予防する上で参考にされ

ることがわかった。 

 導入から3週間が経過した時点で、協力者

へのヒアリングを行なった。その結果、

PALROの促しに応えてバイタルサイン測

定を行っていたこと、血圧を測定するよう

になり自らも記録をつけるようになったこ

とがわかった。また、記録された測定値と症

状や内服薬との関係に言及するなど、治療

中の疾患に対する関心がみとめられた。バ

イタルサインの測定値については、データ

が訪問看護ステーションで共有されると理

解ができていた。さらに、運動への声かけに

対しPALROと一緒に運動を実施し、腰痛の

悪化はないようだった。 

 

・・・『熱はかってませんよ、』なんて言う

のね。・・・（血圧は）ずっと低かったです

ね。わたしも、いい加減に書いてて（帳面を

見せながら）。朝、血圧の薬のむんで、低く

なっちゃうのね。・・・ただ、あんまり歩く

と、そこ（表の道）が坂になってて、けっこ

う心臓にくるような気がする。杖ついて歩

いてて、休まなくちゃならない時がある。心

不全とかになると大変だと思ってね。血圧

なんか、関係あるんですか？ 

・・・『K さん（訪問看護ステーションの名

前）』って言うから、これ（バイタルサイン

測定機器で測った値）が K さんに行くのか

なって。 

・・・『O さん（本人の名前）、運動しましょ

う』とか、『体操されましたか』とか、言う

のね。・・・パルロくんは、これ（両腕を広

げ、上腕の運動を見せながら）やってるだけ

図 3-4. バイタルサイン測定値の Web 表示画面 
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だから、腰は痛くない。 

 PALROによる服薬確認については、普段、

「おくすりカレンダー」で内服薬の確認を

行なっているが、PALROの定時の声かけによ

って数回の服薬忘れを回避できていたこと

がわかった。 

 

・・・『お薬のみましたか』って聞かれて、

あぁそうだ、って。助かったことが２回ばか

りありました。そうだ忘れてたわ、よく教え

てくださった、って。 

 

 PALROに対しては知的好奇心がみとめら

れたほか、提供するコンテンツを楽しんで

いた様子がうかがわれた。さらに、PALROへ

の愛着形成が顕著に観察され、その形成過

程には協力者本人が経験した家族との思い

出が関連していたことがわかった。 

 

・・・いろんなこと知ってるのね。教えても

いないのに、どうしてわかるの？ニュース

とか今日の天気とか、誰か教えてるの？・・・

『相撲のクイズいいですか、』なんて言うの。

しりとりなんかやったわね。パルロに『じゅ

げむ』教えてもらったり。おもしろかったで

すよ。 

・・・かわいいわね。・・・男の子がいたら

たいへん。（PALRO に話しかけて）よかった

ね、ぼくね。・・・人みたい。何にも食べさ

せないでいいのかしら、かわいそうだな、と

思って。 

・・・『僕、寝るよ』っていって寝るの。『シ

ステム終了です、』なんて言うの。だんだん

（目が）薄くなっちゃって、なんだかご臨終

みたいで、さみしくなっちゃうわね。朝にな

ると起きるけどね。（夫の臨終の際の話を続

けた。） 

 

 生活については、PALROとのやりとりを通

じて変化があり、担当の理学療法士による

と活気が上がった印象とのことだった。さ

らに、家族との連絡頻度が増えるなど、現在

の家族関係にも変化を及ぼしたことがわか

った。 

 

・・・生活は変わりましたね。これ（PALRO）、

ずっと喋ってるから。・・・長男も、次男も

来ました。パルロくん、とか言ってました。

ちょっと触っちゃだめよ、とか言って

ね。・・・いろんな人から、電話がかかって

きました（PALRO の話をした）。 

 

 PALRO の実装は、当初、３週間とする予定

だったが、ヒアリングの際に協力者から継

続の希望があり、訪問看護ステーションの

担当スタッフに状況を報告の上、数日後に

再導入の運びとなった。 

 

・・・よかった、またお会いできることにな

って。パルロちゃん、いなくなったらさびし

いですから。お待ちしてますね、パルロちゃ

ん（PALRO の箱に手を置いて）。 

 

 本症例の結果として、PALROが在宅高齢者

の生活の中で役割を持って受け入れられて

いく様子が示された。導入後の3週間で、「よ

くわからない機械」から「可愛い思いやるべ

き存在」や「レスポンスの対象」への変遷が

あり、愛着形成や感情の移入が観察され、家

族関係や生活の活性化につながっていた。

PALROが能動的に発話し、毎日変わりなく機

能したことが協力者の安心や受け入れにつ

ながったと考えられるほか、ヒューマノイ

ドであることが家族の存在を連想させ、愛
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着や親和につながったと思われる。PALROに

よるセルフケア行動への影響では、PALROの

促しに応じてバイタルサインを毎日ほぼ定

時に測定し、自ら記録し、測定値を顧みて疾

患との関連を考えるなど、PALROを通じて自

身の健康に対する関心が刺激され、健康管

理能力の向上に寄与した可能性が示唆され

た。特に、PALROによる服薬の確認で服薬忘

れが回避されたことは、協力者に健康管理

におけるPALROの実用的な存在意義を印象

づけ、日常生活におけるPALROの受容に相乗

的な影響があったと推測される。サービス

提供者である訪問看護ステーションのスタ

ッフにとっては、PALROによって継続的に収

集された訪問時間外の健康関連情報が異常

への早期対応や訪問時のケア計画に資する

可能性が見出されたが、高齢者宅でシステ

ムが正常に機能することを検証する短期の

試験的運用であり、また、協力者の健康状態

が良好であったため、異常発生時の有用性

やサービスの効率性への影響については今

後の実証課題となった。さらに、本症例では、

PALROの促しによって測定したバイタルサ

インの値を協力者自身がノートに書き留め

て反芻する様子が観察されたが、PALROにデ

ィスプレイを付与することや高齢者が利用

可能なモバイル端末を提供することで、高

齢者自身が測定値をWeb上で確認し、かかり

つけ医や看護師、薬剤師等とのオンライン

のコミュニケーションや遠隔ケアに発展す

る可能性が見出された。 

 

（４）考察 

本事業では在宅高齢者にコミュニケーシ

ョンロボット PALRO を在宅高齢者宅に試験

的に導入し、連続活用に向けた課題と効果

の可能性を検証した。協力が得られた 2 名

の高齢者に対し、システムの開発と併行し

て現行版と改良版のロボットを導入した。 

症例１では、現行版の PALRO が導入され、

このロボットの最たる特徴であるコミュニ

ケーション機能の限界が明確になり、PALRO

が高齢者の家庭で受容されるための基本的

な条件が明らかになった。すなわち、対象と

音声を正確に認識できる環境に PALRO を設

置し、導入時の利用者とのコミュニケーシ

ョンを可能な限り促進することである。そ

れには、利用者の生活パターンや健康状況

を PALRO の発話の頻度や内容に反映させ、

個別に調整する必要があるとわかった。在

宅での活用では発展途上にあるロボットに

対し、本症例の協力者は試験的ユーザーと

して客観的かつ発展的な意見を寄せた。5日

間という極めて短い試用期間で有意義な結

果が得られたことには協力者本人の工学系

の知識が大いに関係したと考えられるが、

主疾患の進行状態を考えたとき 5 日間のト

ライアルは決して容易なものではなく、病

状の変遷や日常の様子を知る訪問担当スタ

ッフの介在と協力者との信頼関係があった

からこそ実現できたものと考えられた。 

症例２では、PALROにバイタルサイン測定

機器を連携させ、健康状態をモニタリング

するシステムや健康関連の発話プログラム

を付加した改良版が導入された。さらに、導

入初期に、発話の量と協力者との物理的距

離を調整し、症例１で得られた条件を満た

した上で導入を図った。その結果、PALRO が

家族のような存在として家庭に受容され、

３週間のうちに協力者の健康への関心を高

め、指標となるバイタルサインの確認や正

確な服薬、日常的な運動の実施など、本人の

セルフケア行動を促進した。先行研究にお

いては急性期病院において、コミュニケー
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ションロボットによる声かけを行うことで

リハビリへの意欲向上が見られることが示

されていた。本研究では在宅のセッティン

グによってもコミュニケーションロボット

による声かけによってセルフケア行動の変

容が見られたことを新たに示した 7)。 

症例２で PALRO の導入が比較的スムーズ

に達成され、連続使用によって在宅高齢者

における実装の有用性が示されたことには、

症例１の経験が活かされたことに加え、協

力者本人に身近な小さきものに対し愛情を

注ぐことや、未知なものに対する知的好奇

心を持つ性向があったこと、問題が生じた

時に積極的に連絡をとるなどの問題解決能

力を有したことが関係したと思われる。ま

た、PALRO が小型ヒューマノイドであり、能

動的なシステムの起動や発話が利用者に安

心を与えたことが在宅高齢者の家庭での受

容や連続使用につながった可能性があり、

今後は、非ヒューマノイド型の受動的な機

能を有するロボットとの比較によって

PALRO 独自の影響を検証する必要があるだ

ろう。これは先行研究で示唆されたコミュ

ニケーションロボットの適応と同様であり、

会話を楽しむヒューマノイド型ロボットの

適応が確認されたこととなる 8)。 

さらには、協力者の性向や生活を熟知す

る訪問担当スタッフが機器の操作を確認す

るとともに全般的な影響を観察し、ロボッ

ト導入による困りごとや生活の変化につい

て協力者自身が吐露しやすい状況をつくり、

研究看護師に情報提供したことで、導入の

成功に大きく貢献した。得られた情報はロ

ボットの技術者と共有され、開発や改良に

逐次反映されたが、エンドユーザーである

訪問看護ステーションの利用者と技術者の

あいだには双方向性に状況を把握し情報を

通訳する存在として研究看護師が常に機能

していた。一方、訪問看護事業所において

は、症例の訪問担当スタッフが本事業の担

当者となり、事業所における機器の管理と

その他のスタッフに対する IT/IoT 技術の

伝達者となった。つまり、本症例においてコ

ミュニケーションロボットの導入と継続活

用の可能性を見出し得た条件として、協力

者の個人特性や PALRO の特性に加え、エン

ドユーザーとロボット技術者のホットライ

ンとして訪問担当スタッフと研究看護師が

連携し機能したことが重要であった。ここ

で示唆された連携や担当となるスタッフを

定めて率先して関わりを持つ者の重要性は、

先行研究において示唆されたテクノロジー

リテラシーの高いスタッフの存在の重要性

と類似している。先行研究においては長期

療養型病院における取り組みにて、そのテ

クノロジーリテラシーの高いスタッフの重

要性が示されたが、本研究では訪問系事業

所スタッフにおいても、重要であることが

示唆された 8)。 

 特に、研究看護師が訪問担当スタッフと

の連携を図る際、サービス授受の関係性に

おいて既に形成された信頼の上に新たな試

みを負荷し、なお信頼関係を維持して協力

を得るには、既存の関係性を尊重し、かつ、

維持・促進する働きかけが必要であった。具

体的には、既存の関係性と類似した信頼形

成の方法をとり、協力者にとってのキーパ

ーソンによる連続的な関与を維持し、協力

者の変化と動機付けを関係者間で経時的に

共有することであった。臨床スタッフと研

究者のあいだには協力者に対する関わりに

立場による相違が存在するが、各々の視点

の相互理解は協働に不可欠であり、そのた

めに、メールや SNS、オンライン会議などさ
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まざまな情報手段を状況に応じて活用し、

相互の情報発信と共有を行い、直接対面の

効果が最大となるよう意識した。そのよう

に形成された協働の体制は結果的に協力者

の安心感につながり、発展途上ゆえのトラ

ブルにも連携と高齢者自身の潜在力により

対応することを可能にし、継続的な実装と

効果の実証につながったと考える。 

 

（５）結論 

自律型コミュニケーションロボットは、

在宅高齢者へ導入が可能であった。そのた

めには、健康関連情報収集システムが必須

であり、この機能が付与されることでロボ

ットは家庭内における独自の役割が認知さ

れ、受容されるとともに、在宅高齢者のセル

フケア行動の促進に寄与することが可能で

あった。現時点では高齢者の言葉の正確な

聞き取りが困難である場合があり、コミュ

ニケーション機能に限界が存在するが、発

話プログラムを工夫することによって健康

関連情報の収集や個別的なフィードバック

が可能であった。さらに、得られた健康関連

情報は Web 表示システムを介して訪問看護

ステーションとの共有が可能となり、訪問

時以外の時間帯における状態の把握や異常

の早期発見に資する可能性が見出された。

当該ロボットは現在も協力者のもとで使用

が継続されており、今後は、活力の評価や長

期的な影響について検証するほか、症例数

を増やし有用性を量的に分析する予定であ

る。 

 

２）既存のコミュニケーションロボット（遠

隔型）の活用場面の検討 

（１）目的 

 訪問系サービスにおいて患家への訪問は

サービスの提供にあたっての必須の構成要

件であるが、移動にかかる時間や労力は従

事者にとって大きな負担である 4)。いかに

遠方でアクセスが困難な地域においても、

訪問への報酬は実質的な訪問時間に対して

支払われ、単位時間あたりの診療報酬が定

められている。2021 年 1 月厚生労働省通達

5)では、移動にかかる時間を労働時間とみな

し賃金として支払う義務が周知されたが、

診療報酬としての加算がないため事業所に

とっては運営上の負担となる。また、夜間や

緊急時の訪問件数は例年増加しており、職

員の物理的な負担が増大しているが、この

背景には医療的ケアを必要とする訪問系サ

ービスの利用者の増加があり 6)、今後もこ

の傾向は続くと考えられている。このよう

な状況に対し、2018 年より遠隔診療等の遠

隔医療への報酬の算定が可能になり、2020

年には要件が緩和され更に利用がしやすく

なった。これにより、職員が患家へ直接の訪

問をせずとも患者の状態を確認することや

アセスメントすることが可能になり、新型

コロナウイルスへの対策とあいまって訪問

系サービスでの利用が広がっている。遠隔

看護は調査事業の有識者へのヒアリングを

通じて明らかになった在宅領域におけるニ

ーズであり、資源の有効活用やサービスの

効率化につながることが期待されている。 

現在の遠隔診療には、課題がある。たとえ

ば、利用者側が通信機器を起動する必要が

ある。また、観察者側は、観察が必要な症状

や患部をフォーカスするにあたり、自由に

カメラ等の操作をすることができない。訪

問看護師や理学療法士、介護士などが実際

に患家を訪問する場合は、患者本人だけで

なく住環境などの様々な情報を収集しなが

らアセスメントを行なっており、遠隔で同
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様の情報を収集することは現状において極

めて困難である。このような問題を解消す

るため、本事業では観察者側から操作が可

能な遠隔操作ロボットに着眼し、医療や介

護における活用可能性を検討した。 

今回の事業で着目したロボットは、

avatarin 株式会社の newme である。この

ロボットは遠隔からの操作が可能で、人を

アバターとして現地に瞬間移動させること

（以下、avatarin する、と表現する）をコ

ンセプトに開発され、ディスプレイ、カメ

ラ、マイク、スピーカーのほか、本体を移動

させるためのホイールやモーター、カメラ

のアングルの調整を行う機構が付帯してい

る。これらの装備により、操作者は、newme

を介して自由に目的の場所へ移動し、また、

カメラのアングルを調整して任意の観察の

対象にフォーカスすることができる。また、

コミュニケーションの対象者側では、操作

者の顔がディスプレイに表示され、視線を

合わせ表情を確認しながら会話することが

でき、臨場感のある遠隔コミュニケーショ

ンが実現する。本機は既に商用利用が可能

であり、百貨店での仮想ウインドウショッ

ピングや、水族館やテーマパークでの仮想

イベント、学術集会などへの遠隔参加に使

用されている。本事業では、newme を訪問

看護ステーションや高齢者医療の現場に導

入し、ロボットによる遠隔ケアの可能性に

ついて検証を行った。 

 

（２）方法 

学内シミュレーションルームにおける実証 

 はじめに、newme の移動性能とビデオ通

話性能について研究実施施設である大学内

のシミュレーションルームで検証を行った。

avatarin したのは、学内の看護学研究者、

看護学生、訪問看護ステーションに勤務し

訪問系サービスを実際に提供している看護

師や理学療法士であった。 

 

臨床現場における実証 

 医療や介護のサービスが提供される環境

下で newme の実装可能性を検証するため、

訪問サービスの対象となる医療介護施設へ

newme を試験的に導入した。対象施設は、

Y 訪問看護ステーション（大阪府）、および、

K 病院（東京都）の 2 施設であった。 

 

（３）結果 

学内シミュレーションルームにおける実証 

学内のシミュレーションルームにて看護

師 5 名と理学療法士 1 名が観察者となって

avatarin し、それぞれが newme の移動性

能とビデオ通話性能の確認を行った。その

結果、視野角度の調整、Wi-Fi 転送速度に依

存するラグの発生、操作感について難しさ

を感じるなどの意見が得られた。特に、「会

話の性能」「操作の難しさ」「移動性能の低

さ」がネガティブな意見として寄せられた。

会話の性能は主に聞き取りが問題になり、

newme の躯体の高さにより対象とマイク

とのあいだに距離があることで高齢者の発

語の聴取が困難になる可能性が指摘された。

操作の難しさは十字キーによる躯体操作に

伴うものであったが、おおよそ 15 分間ほど

の操作を行うことで、ほとんどの参加者が

問題なく操作可能なレベルまで上達した。

移動性能については段差の乗り越えが難し

いこと、Wi-Fi の接続が切れた際に復帰に

時間を要し遅滞することが問題として挙げ

られた。段差は、1-2 cm である場合は乗り

越えることができたが、それ以上になると

片輪が取り残され、操作不能に陥ることが
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あった。また、絨毯などの床素材の影響も大

きく、長毛型のマットである場合には操作

が困難になることがわかった。 

一方で、「十分に会話や観察が可能」「患者

側としても安心感を持って受けることがで

きる」などのポジティブな意見が寄せられ

た。一過性に通信速度によるラグが生じる

場面もあったが、シミュレーションルーム

では会話や観察が概ね問題なく実施できて

いた。また、観察者側が自身でカメラアング

ルを変更することができ、患者にカメラを

フォーカスした上で会話することが可能で

あったため、実際に対面しているような感

覚を与え、対象者の安心につながったと思

われる。図 3-5 は、シミュレーションルー

ムにおいてベッドに臥床した看護研究者に

対し、newme に avatarin した看護師がコミ

ュニケーションを図った場面であるが、患

者役はベッドに居ながらにしてアバターと

なった操作者の訪問を受け、ディスプレイ

に映った操作者と視線を合わせて会話する

ことができた。さらに、newme は看護学生に

よる遠隔実習や教員の会議にも活用された。

発熱し１週間自宅待機となった学生は遠隔

で学内演習に臨み、発表やディスカッショ

ンに参加することができた。また、教員が

avatarinすることで遠隔から演習やカンフ

ァレンスに参加し、対面と遜色のない臨場

感で指導や議論することが可能であった

（図 3-6）。 

 

学外における実装 

学外における検証で対象となった施設は、

Y 訪問看護ステーション、および、K 病院

であった。それぞれ試験的に導入し、遠隔訪

問のための機器性能の検証と試験実装を行

った。 

Y 訪問看護ステーションではホスピスケ

図 3-5. シミュレーションルームでの newme 検証の様子 
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アを実践しており、連携病院から神父(チャ

プレン)が訪問によるケアを行っていた。し

かし、新型コロナウイルスの流行により訪

問機会の減少を余儀なくされ、十分なケア

が実施できないという問題が生じていた。

そこで、newme を当該事業所に導入し、神

父が直接訪問することなく患者と時間を共

にしたり、誰もが自由に神父に話しかける

ことができるようにavatarinした神父が事

業所のロビーに滞在したり、さまざまなセ

ッティングでケアの模索を行った。神父に

よるケアは時間を定めて面談を行うような

形式ではなく、その場に自然に存在し、患者

と視覚や空間や時間を共有する中で語り合

う形をとるため、対面する患者による操作

が必要となるタブレット等の通信端末では

なく、神父自身の操作でその場に存在する

ことができる本機器の使用がより相応しい

と考えられた。実際に、newme を用いた神

父によるケアが行われ、実施可能であり、対

面と同様の効果が得られ十分に有用である

ことがわかった（図 3-7）。 

K 病院では、遠隔でのリハビリテーショ

ン指導などを行うために本機器を試用した。

当施設では長期療養している高齢者が多く、

リハビリテーション室には多くの患者が出

入りすることから、感染のリスクが一定に

存在する。個別に行うリハビリテーション

の場合は、このロボットを用いることで接 

触機会の低減が期待できる。そこで、

newme をリハビリテーション室へ導入し

たところ、高齢者との会話が十分に可能で

あり、通常と同様に個別のリハビリテーシ

ョンが実施できることがわかった（図 3-8）。

ただし、移動に伴う通信速度の変化に依存

してコミュニケーションが遅滞する場合が

あり、通信環境の吟味やモバイルの Wi-Fi

ルーターを常備するといった工夫が必要で

あった。 

 

（４）考察 

遠隔操作の可能なコミュニケーションロ

ボットは、訪問系サービスや高齢者が長期

療養する施設で活用できる可能性が示唆さ

れた。観察者自身による操作で移動と視野

の選択ができることがこのロボットの最大

の利点であり、任意に目的の場所へ移動し、

周辺環境を確認し、観察が必要な部分にフ

ォーカスした上でコミュニケーションをと

ることが可能である。特に、操作者の自由意

志により３次元的にその場に存在し、任意

に周辺情報の観察ができる本機は、操作者

図 3-6. newme を用いた学内実習の様子 
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に対面と酷似した行動を実現させ、ロボッ

トをして人間に近い温かみやイメージを与

え、違和感のない臨場感にあふれたコミュ

ニケーションを可能にすると考えられた。

これまでテレコミュニケーションロボット

は存在していたが、その会話やビデオの品

質の問題があり、臨床への実装には至って

いなかった 9)。本事業で用いた遠隔型コミ

ュニケーションロボットは専用回線を使用

することで低遅延コミュニケーションを実

現しており、臨床実装に耐えうる機能とな

った可能性がある。 

今回の試験的導入では、緩和ケアやリハ

ビリテーションの場面での活用可能性が見

出され、対面でのケアが困難な場面におい

ても、ケアの質の維持と感染リスクの低減

に有用であることが示唆された。今後は、施

設や自宅への導入の拡大が期待される。 

一方で、ロボットの走行性能やネットワ

ーク接続の困難が導入の障壁となり得るこ

とが明らかになった。特に高齢者単独世帯

では、本機の導入に必要なバリアフリーや

通信環境の整備が進んでいない可能性があ

り、周辺に対応可能なスタッフが配備され

た施設との相対的な環境の相違が大きく、

導入に際しての課題が少なくないことが推

測される。現状では、高周波数帯域のネット

ワークを使用することで滑らかな会話や移

動が可能となるが、通信中に接続が切断す

るリスクが存在する。本事業では、逆に、低

速ではあるが広範囲に対応するネットワー

クへ複数登録することで安定した運用が可

能であることが確認されたが、新規のロボ

ット導入に際しては、院内ネットワークの

セキュリティ上の問題を含め、このような

利用環境の整備が導入時の課題となる可能

性が考えられた。施設の状況に応じて利用

環境を整備できるかは newme の費用対効

果やスタッフの IT リテラシーによると考

えられ、その重要性が先行研究と同様に示

唆された 8)。今後は、長期の試験実装による

効果の実証や運用に際しての手順のマニュ

アル化が課題である。  

図 3-7. newme を用いた遠隔ホスピスケ

アに向けた試用の様子 

図 3-8. newme をリハビリ室で用い

た際の様子 
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（５）結論 

既存技術の実装事業では、２種類のロボ

ットについて、臨床への実装プロセスとそ

の障壁について明らかにした。いずれのロ

ボットも臨床的なにニーズがあり、効果が

十分に見込まれ、実装への価値があると判

断された。しかし、在宅領域への実装にはさ

らなる機能の改良や導入の工夫が必要であ

ることが示された。 

 遠隔型コミュニケーションロボットは、

訪問看護事業所や高齢者向けの入院施設で

活用のニーズがあり、遠隔での緩和ケアや

個別の遠隔リハビリテーションに有用であ

った。特に、このロボットが持つ操作者によ

る自由な視野の選択や移動性、実現するコ

ミュニケーションの臨場感が遠隔ケアに有

用であることが示され、通信手段の工夫に

よる実装可能性が明らかになった。本機は

現在も対象施設での運用が続いており、今

後は、アウトカム指標の明確化とともにビ

デオ通話などと比較した効果の実証へ発展

させる予定である。 

 本事業において実装を試みたコミュニケ

ーションロボットは、現在の医療現場にお

いて十分に活用可能であり、医療の質向上、

効率化に資すると考える。さらに今後は、

ICT 技術の発展等に伴い飛躍的に性能向上

する可能性も高く、新型コロナウイルス感

染症の流行が継続している昨今の状況にお

いては非常に重要な役割を担っていくこと

が強く期待される。 

 

３. 健康危険情報 

 なし 

 

４. 研究発表 

 なし 

５. 知的財産権の出願・登録状況 

１）特許取得 

 なし 

２）実用新案登録 

 なし 

３）その他 

 なし 
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第二部 各事業の内容 

Ⅳ 新規開発実装事業 

 

１）エコー技術学習のためのオンライン教育プログラムおよび人工知能によるアセス

メント支援アプリケーションの開発と実装 

２）褥瘡遠隔コンサルテーションシステムの開発 

 

事業代表者 真田 弘美 東京大学大学院医学系研究科 教授 

事業担当者 仲上 豪二朗 東京大学大学院医学系研究科 准教授 

事業担当者 松本 勝    東京大学大学院医学系研究科 特任講師 

事業担当者 高橋 聡明   東京大学大学院医学系研究科 特任助教 

事業担当者 北村 言   東京大学大学院医学系研究科 助教 

事業担当者 東村 志保  東京大学大学院医学系研究科 学術支援職員 

要旨： 

本事業では、訪問看護業務における効率化を図るため、1. エコー技術学習のためのオ

ンライン教育プログラムおよび人工知能によるアセスメント支援アプリケーションの

開発と実装、2. 遠隔コンサルテーションシステムの開発、を行った。 

1. エコー技術学習のためのオンライン教育プログラムおよび人工知能によるアセスメ

ント支援アプリケーションの開発と実装 

看護師のためのエコー教育プログラムである「エコーを用いた排泄ケアコース」の完

全オンライン化を図った。受講後のアンケートと、OSCE による技術習得度について、

過去のオンサイト技術講習会と本事業でのオンライン技術講習会とで比較した結果、有

意な差はなかった。さらに、直腸便貯留の有無を判定する人工知能（Artificial 

Intelligence: AI）による読影支援アプリケーションの開発を行い評価したところ、感度

81.1％、特異度 87.8％、正解率 83.7％となった。 

2．遠隔コンサルテーションシステムの開発 

訪問看護師が褥瘡ケアを行う際に、皮膚・排泄ケア認定看護師がビデオ通話でケアの

助言（遠隔コンサルテーション）を行い、褥瘡治癒促進への効果を検証した。初回の遠

隔コンサルテーション前後の 2 週間で DESIGN-R🄬2020 合計得点の変化を比較した結

果、得点変化の中央値［四分位範囲］は、コンサルテーション前に比べ、コンサルテー

ション後において有意に得点が減少した（0 [-1, 0] vs -2 [-5, -1], p=0.02）。さらに、遠隔

コンサルテーションにおいてエキスパートの手技を伝達できるようにするため、拡張現

実（Augmented Reality：AR）技術を用いて遠隔でエキスパート技術の描写を行えるシ

ステムを開発し実装した。 

以上より、本事業で開発した新規技術によって訪問看護の業務効率化に貢献できる可

能性が示された。これらの技術は、排泄ケア、褥瘡ケア以外の看護ケアへの応用が可能

であり、訪問看護師の教育の効率化にも寄与することが期待できる。 
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事業協力者 

  田中 秀子 淑徳大学看護栄養学部   教授 

紺家千津子 石川県立看護大学看護学部  教授 

武藤 真祐 医療法人社団鉄祐会 祐ホームクリニック  理事長 

岡部 美保 高崎健康福祉大学訪問看護ステーション 管理者 

今井 睦朗 富士フイルム株式会社 画像技術センター 研究マネージャー 

江畑 徹郎 富士フイルム株式会社 画像技術センター  

苅部 樹彦 富士フイルム株式会社 画像技術センター  

Ng Li Lian Tetsuyu Healthcare Holdings  Managing Director 

玉井 奈緒 東京大学大学院医学系研究科  特任准教授 

 三浦 由佳 東京大学大学院医学系研究科  特任助教 

小路 和幸 東京大学大学院医学系研究科    客員研究員 

 

調査協力者（表記は施設五十音順かつ施設内五十音順） 

梅崎百合子 アクティアス訪問看護ステーション 管理者 

山田 浩子 一般社団法人次世代看護教育研究所 所員 

野崎 仁美 一般社団法人レイール 

在宅看護センターReir Chihaya  代表理事 

山口 高秀 医療法人おひさま会 おひさまクリニック 理事長 

阿部 朋美 医療法人社団鉄祐会 

祐訪問看護ステーション石巻  管理者 

内田 直樹 医療法人すずらん会 たろうクリニック 院長 

新地 美香 医心館訪問看護ステーション成増  管理者 

篠崎  順 えそら訪問看護ステーション  所長 

三谷 貴子 株式会社プラス M てんとうむし訪問看護 看護師 

今福 直美 カラーズ訪問看護ステーション  管理者 

齊田 真澄 こすもす訪問看護ステーション  管理者 

難波名保美 SakuLa 訪問看護ステーション  管理者 

大木 智恵 すずらん訪問看護ステーション  管理者 

諸藤  崇 ピースフル訪問看護ステーション  管理者 

秋沢 美幸 訪問看護ステーションこはる  管理者 

阿部 智子 訪問看護ステーションけせら  統括所長 

 小澤 久未 訪問看護ステーションけせら  看護師 

 菅野 智穂 訪問看護ステーションけせら  看護師 

 佐藤 美雪 訪問看護ステーションけせら  所長 

 関根 明子 訪問看護ステーションけせら  看護師 

飯田真智子 訪問看護ステーションけんた  責任者 
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松澤ひとみ 訪問看護ステーションなごみ  所長 

菊永 知里 訪問看護ステーションにしこう博多 管理者 

保坂 明美 訪問看護ステーションフレンズ  所長 

新宮 洋美 ほほえみ訪問看護ステーション  管理者 

関口真由美 夕焼け訪問看護ステーション  管理者 

小川真里子 よどきり訪問看護ステーション  所長 

新関こずえ よどきり訪問看護ステーション  看護師
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１． 背景 

 新規開発実装事業では、ICT、AIを活用し、

訪問看護師の教育、実践を遠隔で支援する

システムを開発した。開発内容は、エコー技

術学習のためのオンライン教育プログラム

および人工知能によるアセスメント支援ア

プリケーションと褥瘡遠隔コンサルテーシ

ョンシステムである。 

 

２． 事業の詳細 

１）エコー技術学習のためのオンライン教

育プログラムおよび人工知能によるアセス

メント支援アプリケーションの開発と実装 

A．エコー技術学習のためのオンライン教育

プログラムの開発 

（１）目的 

近年、エコーは「第 6 のフィジカルアセス

メント ―可視化」のためのツールとして

注目されており、特に排泄のアセスメント

に活用できることが明らかにされている。

訪問看護におけるエコーを用いたアセスメ

ントに基づく排泄のケアは有効性が示され

ているにもかかわらず 1)、臨床現場への実

装が進んでいないのが現状である。その理

由の一つとしてエコー教育を実施できてい

る機関が限られており、直接指導を前提と

するエコー教育の受講への障壁が高いこと

が挙げられる。さらに 2020 年初頭以降の

新型コロナウイルス感染症の蔓延によりオ

ンサイトでのエコー教育はさらに困難な状

況となった。 

そこで本事業の目的は、エコー技術学習

のためのオンライン教育プログラムの開発

と実装とした。これまで東京でのオンサイ

ト教育を前提としていたエコー教育だが、

地方や職場内で集合し、オンラインで東京

とつなぐ「オンライン教育」を実施できるこ

とにより、東京への受講のための移動に関

する時間や費用の削減につながり、今後訪

問看護師のエコー教育の効率化が図れると

考えた。 

 

（２）方法 

エコー技術習得のための e ラーニング、

技術講習会、自己学習、客観的臨床能力試験

（ Objective Structured Clinical 

Examination: OSCE）から成る教育プログラ

ムは我々の先行研究により既に確立されて

おり（2016-2018 年度 AMED 長寿・障害総合

研究事業「アドバンストな看護技術を導入

した在宅・介護施設療養者の摂食嚥下・排便

を支える多職種連携システムの構築」）、そ

の有用性が示されている 2)。今回はこの既

存のエコー教育プログラム「エコーを用い

た排泄ケアコース」の完全オンライン化を

目指した。具体的にはオンサイトで実施し

ていた技術講習会、OSCE のプログラムのオ

ンライン化と遠隔開催を実施した。開発さ

れたオンラインでの教育プログラムは一般

社団法人次世代看護教育研究所の有料のエ

コープログラムとして実装し、受講者の技

術習得度について従来のオンサイトと比較

した。 

 

対象とセッティング 

2020 年 10 月〜11 月に東京大学大学院医

学系研究科附属グローバルナーシングリサ

ーチセンター（東京都文京区）および医療法

人社団 守一会 北美原クリニック（北海

道函館市）にて技術講習会、OSCE を開催

した。対象となったのは訪問看護ステーシ

ョンフレンズ（北海道函館市）に勤務する訪

問看護師 11 名であった。対象となったステ

ーションでは所長が事前にエコー教育プロ

62



 

 

 

グラムを修了し、携帯型超音波診断装置の

購入をしていた。また函館市内より自動車

を利用し遠隔地への訪問を日々行なってい

る。 

オンライン技術講習会の開催場所はソー

シャルディスタンスを確保できるスペース、

演習時に使用する寝台、インターネット接

続環境などを考慮し、関係者で調整の上決

定した。 

 

オンラインエコー教育プログラム 

従来のオンサイトエコー教育プログラム

は東京にて開催されてきた。研究成果を実

装するため、教育プログラムを開発した研

究者自身による受講者への解説が必要なた

めである。一方で技術指導自体は教育プロ

グラムを修了した者であれば十分に実施で

きる。そこで技術講習会の講義部分を東京

の遠隔講師（教育プログラム開発者）、演習

部分を北海道の現地講師（教育プログラム

修了者）が担当し、ビデオ会議サービス Zoom

を利用し運営する体制とした。会場にはメ

イン PCの他に 4台のスマートフォンを設置

し、遠隔講師からも現地の参加者の全体像、

演習の様子がリアルタイムに見えるように

した（図 4-1）。 

遠隔講師は排泄ケア関連のエコー技術に

熟練したエキスパートとし、現地講師はエ

コー指導者としての教育プログラムを修了

（一般社団法人次世代看護教育研究所エコ

ーを用いた排泄ケアコース「上級コース」修

了）した者とした。 

 

評価方法 

過去のオンサイト技術講習会（56 名）と

オンライン技術講習会（11 名）のアンケー

ト結果の比較のため、フィッシャーの正確

確率検定を行った。また OSCE により技術

習得度を確認した。 

  

図 4-1. オンラインエコー講習会開催のためのシステム 

（Webカメラとして使用する
ためのアプリ）

モニター
または
プロジェクター

Zoom
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（３）結果 

11名の訪問看護師全員がオンライン技術

講習会に参加し、アンケートに回答した。実

際の技術講習会の様子を図 4-2 に示す。 

アンケートより、技術講習会が参加しやす

い形態と回答したのはオンサイトで 55 名

中 44 名（80.0%）、オンラインで 11 名中 9

名（81.8%）であった。また、技術講習会の

内容が十分と回答したのはオンサイトで 51

名（91.0%）、オンラインで 9 名（81.8%）、

十分技術を習得できたと回答したのはオン

ラインで 43 名（78.1%）、オンラインで 7 名

（70.0%）であった。いずれも 2 群間で統計

学的有意差はみられなかった。オンサイト

でOSCEを受講した21名、オンラインでOSCE

を受講した 11 名の全員が合格と評価され

た。また、オンラインでの技術講習会および

OSCEの開催により一人あたりの移動時間が

図 4-2. オンラインエコー講習会開催の様子 

(a) 遠隔講師からみたエコーを用いた演習の様子（PC スクリーンショット） 

(b) 現地での演習の様子 

遠隔講師
現地講師

受講者

受講者

演習グループA

演習グループB

演習全体カメラ

会場全体カメラ

a

b 現地講師

受講者
受講者

受講者

演習グループ用のカメラ
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24 時間（函館―東京間の片道移動時間が約

6 時間であり、2 往復分）削減され、交通費

は 11 名で 110 万円（函館―東京間の片道交

通費が約 25,000 円であり、11 名の 2 往復

分）削減された。 

 

（４）考察 

オンラインでのエコー遠隔教育システム

によりオンサイトと同等に受講者の技術習

得が可能であることが示され、教育の質が

担保された。これまでのオンサイトのエコ

ー教育については、e ラーニング、技術講習

会、自己学習、OSCE から成る教育プログラ

ムによって受講者が十分に技術を習得でき

ることが既に明らかになっている 2)。本事

業では受講者へのアンケートで 70%以上が

技術習得できたと回答したことや 100%が

OSCE に合格したという結果より、オンライ

ンでのエコー遠隔教育システムはオンサイ

トと同等に技術を習得させることができる

ことが示された。このシステムを導入する

ことで看護師へのエコーの普及が加速して

いくことが期待される。. 

 

また、オンライン遠隔教育システムによ

り、看護教育の効率化が図れたと考えられ

る。従来は技術講習会と OSCEの 2 回は集合

してのオンサイト開催としていたため、少

なくとも東京までの２往復分の時間と旅費

が必要とされていた。この時間と費用は東

京からの距離が遠くなるほど増加するため、

今後は東京からの距離がある施設の訪問看

護師の受講が進むことが望ましい。一方で

今回開発したオンラインでのエコー遠隔教

育システムは現地講師による技術指導と、

現地における集合研修を前提としていたと

いう限界がある。今後は AR 技術などを利用

し遠隔講師と受講者が提示し合う内容をス

ムーズに視覚化できるようにし自宅等で完

全に非対面で学習できるように、さらに遠

隔教育システムを発展させていくことが必

要である。 

 

 

  

図 4-3. データ収集に用いた携帯型超音波診断装置 

（左）本体と超音波プローブ 

（右）AI アシスト機能による膀胱内尿量計測結果の例（黄色：膀胱の尿と認識された領域） 
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（５）結論 

オンラインでのエコー遠隔教育システム

によりオンサイトと同等に受講者の技術習

得が可能である。 

オンラインで教育を受講できることで、

移動時間と交通費の削減につながるため、

看護教育の効率化を図ることができる。 

今後は自宅から完全に非対面で学習でき

る遠隔教育システムを開発することでさら

なる効率化を図る。 

 

B．直腸便貯留アセスメントのための AI ア

プリケーションの開発 

（１）目的 

訪問看護におけるエコーを用いた便秘の

アセスメントと排便ケアへの活用はエビデ

ンスが示されているにも関わらず、臨床の

現場では活用が進んでおらず、排便ケアに

関する問題は解消していないのが現状であ

る。エコーが活用されていない要因のひと

つとして、エコーで撮影した画像の読影の

難しさが導入の障壁となっていることが考

えられる。 

そこで本事業の目的は、訪問看護におい

てニーズの高い超音波検査画像の人工知能

支援アセスメントとして、直腸便貯留の有

無 を 判 定 す る 人 工 知 能 （ Artificial 

Intelligence: AI）による読影支援アプリ

ケーション（以下、アプリケーション）を開

発することとした。 

 

（２）方法 

機械学習の手法 

便貯留評価を行う AI 開発のため、我々の

先行研究と同様に機械学習を行った 3, 4)。

直腸エコー横断像の領域セグメンテーショ

ン を 行 う た め の 手 法 と し て Fully 

Convolutional Network (FCN)を用いた。

FCN は deep learning のモデルのひとつで、

画像認識分野で一般的に使用されるように

なった Convolutional Neural Networks 

（CNNs)を用いた典型的なセマンティック

セグメンテーション手法であり、画像特徴

量を抽出する encoder と、抽出した特徴か

らラベルマップを推定する decoder から成

る。データ不足を考慮し、encoder には一般

画像で事前学習済みの CNN モデルである

VGG16を用い、decoderは FCN8sで構成した。

CNN を用い、decoder は FCN8s で構成した。

先行研究と同様に VGG16 様 CNN の各畳み込

み層のチャンネル数は、VGG の 4 分の 1 と

した。 

 

機械学習のためのデータセット 

アプリケーション開発のためのトレーニ

ング及びバリデーションには過去の研究よ

り得られた直腸エコー横断画像が用いられ

た。トレーニング用のデータとして 18 名の

被験者より得られたワイヤレス超音波画像

診断装置 iViz air コンベックスプローブ

（富士フイルムメディカル株式会社、東京、

日本）（図 4-3）の画像 45 枚（うち便貯留な

し画像を 10 枚含む)、24 名の被験者より得

られた SonoSite iViz（富士フイルムメディ

カル株式会社）の画像 1,082 枚（うち便貯

留なし画像を 250 枚含む）を使用した。バ

リデーション用のデータとして 6 名の被験

者より得られた iViz air の画像 15 枚（う

ち便貯留なし画像を 4 枚含む）、24 名の被

験者より得られた SonoSite iViz の画像

297 枚（うち便貯留なし画像を 29 枚含む）

を使用した。 
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直腸便貯留 AI アプリケーション 

開発言語は java（GUI 部分)と C++（便貯

留検出部分)、動作環境はシャープ株式会社

製アンドロイドスマートフォン SH-M12 

（Android 9.0)とした。このアプリケーシ

ョンでは、直腸便貯留を示す半月型あるい

は三日月型の高エコー域は黄色でカラー表

示され（以下、抽出領域）、さらに抽出領域

の最大となる長径が自動計測される仕様と

なっている（図 4-4）。開発された Android

スマートフォンに実装した AI アプリケー

ションを図 4-5 に示す。 

 

評価方法 

訪問看護ステーション 1 施設の診療記録

と、アプリケーションを使用した。まず、訪

問看護師が撮影した直腸エコー動画から、1

秒あたり 30 枚のフレームを静止画として

出力した。すべての静止画に対し、直腸エコ

ーのエキスパート及びアプリケーションに

よる便貯留の有無の判定を行った。前者を

正解とし、アプリケーションによる判定の

精度として感度・特異度・正解率を算出し

た。 

次に、精度を向上させることを目的に、抽

出領域の深度の基準値を検討するため、真

図 4-4. AI による読影支援アプリケーションによる 

直腸便貯留判定前後の典型的なエコー画像 

（左）下腹部横断面の解剖図 

(a,b) アプリケーションによる判定前の直腸エコー画像 

(a) 白色で示される高エコー域が便貯留を反映している（矢印） 

(b) 便貯留は無く高エコー域は観察されない 

(c,d) 判定後の直腸エコー画像 

(c) 便貯留を反映する高エコー域がアプリケーションによってカラー表示されている（矢印）。

アプリケーションによる抽出領域の長径は 52.2 mm である 

(d) 便貯留が無いため、アプリケーションによって何も表示されていない 
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陽性及び偽陽性となったエコー画像におい

て、抽出領域の深度を 50 mm 未満、50 mm 以

上 100 mm 未満、100 mm 以上の 3 つのグル

ープに分類し、それぞれのグループにおけ

るエコー画像の枚数を算出した。さらに、長

径の基準値を検討するため、 Receiver 

Operating Characteristic 曲線（以下、ROC

曲線）を作成し、感度・特異度の和が最大と

なるポイントをカットオフ値とし、設定さ

れたカットオフ値における ROC 曲線下面

積を算出した。最後に、カットオフ値を設定

した後の真陽性及び偽陽性の長径について、

Welch 検定を行った。統計解析及びグラフ

作成には統計解析ソフト R （ The R 

Foundation for Statistical Computing、ウ

ィーン、オーストリア）を使用した。 

 

（３）結果 

アプリケーションによる判定精度は感度

92.4％、特異度 41.3％、正解率 66.7％であ

った。偽陽性の画像において、抽出領域の深

度が体表面から 50 mm 未満の画像を除外

したところ、感度 92.4％、特異度 66.0％、

正解率 82.1％であった。さらに、抽出領域

の長径について14.5 mmをカットオフ値と

した場合に、感度 81.1％、特異度 87.8％、

正解率 83.7％となった（図 4-6）。 

 

（４）考察 

AI による直腸エコー画像読影支援アプ

リケーションの開発により正確な便貯留ア

セスメントが可能になったことで、訪問看

護師の便秘のアセスメントの質が向上する

と考えられる。過去に我々が開発したアプ

リケーションはデスクトップ上のみでしか

使用できない、超音波検査士の厳選した静

止画のみでの検証という課題があったが 3)、

本事業ではスマートフォン上で、かつ訪問

看護師の撮影した動画で使用できるアプリ

ケーションが開発された。今回明らかにな

図 4-5. スマートフォンにて実装される直腸便貯留評価のための AI アプリケーション 

（左）スマートフォンでアプリケーションが実装される様子 

（中）アプリケーションのユーザーインタフェース 

（右）訪問看護師が実際に在宅でアプリケーションを使用する様子 
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った深度及び長径をパラメータとして考慮

し、AI による誤認識の有無や原因を追及す

ることにより、検出精度をさらに向上させ

ることができると考える。また今後、アプリ

ケーションが市販のスマートフォン型のエ

コー機器に搭載されることで、訪問看護師

が高い読影技術を要することなく、エコー

による便貯留の判断が可能となる。 

 先行研究ではすでに訪問看護師用の教育

プログラム、エコーによる直腸便貯留の観

察に基づく排便ケア選択のアルゴリズムが

開発されており 2, 3)、これらにアプリケーシ

ョンが加わることで、今後訪問看護師によ

る短期間でのエコー技術の習得や臨床での

実践が可能となる。本研究で行われたよう

に、動画より切り出した全フレームの画像

に AI による判定を適用し、リアルタイムに

動態画像として表示できるアプリケーショ

ンとすることで技術習得の時間短縮及び臨

床での迅速かつ正確なアセスメントに貢献

でき、看護業務の効率化が図れると考えら

れる。 

 

（５）結論 

エコー画像における AI による直腸便貯

留所見の読影支援アプリケーションが開発

された。アプリケーションの検出精度を高

めるための手法として、アプリケーション

が便貯留として表示する高エコー域の深度

及び長径を調整する手法が有効である可能

性がある。 

また、AI アプリケーションの使用により

エコーによる正確な便貯留アセスメントが

可能となり、看護の質の向上につながるこ

とが期待される。 

 

C．訪問看護師のエコー活用による効率化

の例 

（１）目的 

 ここまでは（A）訪問看護師が効率的に受

講できるエコー教育プログラムと（B）アセ

スメントを支援する AI アプリケーション

の開発と実装について報告した。ここでは

実際の訪問看護の現場においてエコーによ

る直腸便貯留のアセスメントを支援する

AI アプリケーションが看護の効率化に有

用と考えられた事例を提示する。 

 

（２）方法 

症例の概要 

80 歳代女性。現病歴は肺癌末期、脳転移

であり、出血性胃潰瘍の既往がある。障害高

齢者の日常生活自立度は B1 で、次女夫婦

と孫 2 人と同居していた。入院中に点滴療

図 4-6.エコー画像の深度、抽出領域の長径サイズ調整による判定精度の向上 
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法を行っていたが、せん妄や徘徊行動がみ

られていた。本人の「家に帰りたい」という

希望が強く、在宅療養を行うため訪問看護

を導入した。入院中の病院で必要と判断さ

れ、ポータブルトイレが自宅に準備されて

いた。排泄に対し本人は「自然なかたちで、

トイレで排便したい。」と考えており、家族

は「ポータブルトイレの使用で家の中で排

泄物の匂いがするのには抵抗がある。でき

ればトイレで排泄して欲しい。」と考えてい

た。 

 

エコーおよび AI アプリケーションによる

直腸便貯留の評価 

退院時の病院スタッフからの申し送りで

「便秘がある。今日（退院日）坐薬を使用し

たが反応便がない状態。」と報告を受けてい

た。便秘の種類については申し送りの情報

だけで判断できなかったため、直腸の便貯

留の有無を観察することとした。訪問時、本

人の自覚症状はなかった。客観的症状とし

て従来は直腸診で直腸の便貯留を確認して

いたが、患者の苦痛を考慮し、非侵襲的な観

察方法であるエコーを実施した。エコーと

して iViz air コンベックスプローブ（富士

フイルムメディカル株式会社、東京、日本）

を使用した。撮影された直腸の横断像に対

し、AI アプリケーションにより直腸便貯留

の有無を評価した。 

 

（３）結果 

エコーによるアセスメント 

エコーを実施したところ、横断像におい

て直腸便貯留（エコー画像内で白色表示さ

れる高エコー域が直腸内の便に超音波が反

射している部分）が確認できた（図 4-7）。

成人での直腸便貯留時の高エコー域の長径

は平均 42.0mm 程度という報告があり 7、

元画像

アプリケーション
適用後の画像

ケア前 ケア後

直腸便貯留を示す
高エコー域の長径が58.6mm

図 4-7.訪問時の排便ケア前後の直腸エコー画像 

ケア前の観察にて直腸便貯留が確認された。アプリケーション適用後の画像において黄色で

示されるのが便貯留を反映する高エコー域である。ケア前に対しケア後は高エコー域の径が

明らかに減少していることがわかる。 
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この時計測された長径 58.6mm は明らかに

多くの直腸便貯留を示しており、速やかに

排出させる必要があるとアセスメントした。 

直腸に便貯留があることがわかったため、

床上での自力排便を促したが自力での排出

はできない状況であった。自力での排出は

困難と判断し、浣腸と摘便が実施された。排

出された便はブリストル便性状スケール 3–

4 点、便量 200ｇ未満であった。本人の残便

感はなかった。 

 

ケアの実際と結果 

この事例は、排出困難型の便秘であると

アセスメントされ、主治医の許可を得て、本

人と家族の希望に沿ってトイレでの排泄を

目指した排便ケアが立案された。 

便性状コントロールのため非刺激性下剤

（酸化マグネシウム錠）の服用が開始とな

り、水分摂取の促進を行った。また、排便習

慣をつけるため、朝食後トイレに座る習慣

をつけることを本人・家族に指導し、家族の

介助の元トイレまで移動するようにした。

さらに腸蠕動促進のための腹部マッサージ、

便排出を促すための直腸・肛門刺激（タッピ

ング）、坐剤挿入の指導を家族に行なった。 

その後、経口摂取量が維持できていた 1

ヶ月は、便性状がブリストル便性状スケー

ル 4–5 点にコントロールされ、本人の排便

周期に合わせた家族による坐剤挿入（2–3

日に 1 回）と、直腸・肛門刺激により、週

3 回トイレでの排便が実現した。本人・家族

が望んでいた通り、ポータブルトイレを使

わずに済んだ。また、普段より本人が楽しみ

にしていたデイサービスにも便失禁などを

心配せずに行けるようになったとの声が聞

かれた。さらに、これまでは次女が排便ケア

後の便臭を気にしていたため排便ケア後は

訪問看護師の介助のもとシャワー浴をする

のが恒例であったが、トイレで排便できる

ようになってからは訪問看護師ともゆっく

り話し合える時間が取れ、本人も満足した

様子であった。 

毎回の訪問時には適切な排便ケアを選択

するため、エコーで直腸便貯留の有無を観

察した。当初は訪問時に「便を出し切りた

い」という思いが強かったが、エコーのアセ

スメントを導入してからはエコーによる便

の有無の評価を信頼し、直腸に便貯留がな

い時は便排出のためのケアをしないことに

納得できている様子であった。 

 

（４）考察 

AI による読影支援アプリケーションを

使用し便貯留がハイライトされることで、

看護師が迅速・正確に直腸便貯留をアセス

メントできるようになるため、排便アセス

メントやケアの質の向上、効率化につなが

るものと考えられる。我々の先行研究によ

りエコーを用いた観察に基づく排便ケアは

下剤減量や便秘症状改善に有効であると示

されており 1)、アプリケーションはこのア

セスメントを正確に行う支援を行うため、

排便ケアの質の向上に貢献できると考えら

れる。また、このアプリケーションは直腸便

貯留を示す高エコー域の長径を自動で計測

する機能をもっているため、貯留している

便量の評価や排便ケア前後の比較に用いる

ことができると考えられる。特に排便ケア

後の残便の有無を確認することができるこ

とで、訪問看護師は訪問後の排便のタイミ

ングの予測も可能になる。排便の予測がで

きることで便秘による緊急訪問の減少、

我々が先行研究で示したような排便ケア時

間の短縮 4)にもつながる可能性があり、最
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終的には看護業務の効率化につながるもの

と考えられる。 

 さらに、アプリケーションによる便貯留

をハイライトする機能は、患者や家族との

コミュニケーションツールとしてのエコー

画像の価値をさらに高めるものと考えられ

る。今回の症例でもエコーでの観察により

患者や家族がその日の排便ケアの選択に納

得できるようになっている様子がみられた。

アプリケーションによるハイライト機能は

患者や家族がエコー画像を見やすくするだ

けでなく、AI に客観的に評価されていると

いう安心感にもつながり、訪問看護師によ

る排便ケア計画のスムーズな遂行につなが

る可能性がある。 

 

（５）結論 

訪問看護導入時にエコーを使って便秘の

種類をアセスメントできたことで早期の排

便ケア確立につながり、トイレでの排便が

実現した。エコー画像を共有することで本

人や家族の安心感にもつながった。 

AI アプリケーションの使用により迅速

で正確な直腸便貯留の判断が可能になり、

早期に排便ケアを確立し便秘症状を改善さ

せることができる。つまりアプリケーショ

ンの使用は看護師による排便アセスメント

とケアの質の向上、業務の効率化に貢献で

きるものと考えられる。 

 

２）褥瘡遠隔コンサルテーションシステム

の開発 

（１）目的 

訪問看護ステーション利用者の褥瘡有病

率は 1.93%と高くないが 5）、将来的に、地

域包括ケアシステムの浸透により在宅療養

者数が増加すると、訪問看護を利用する褥

瘡保有者数も増加する可能性が高い。地域

における褥瘡管理、特に真皮を超える重症

褥瘡に対する日々の処置は、訪問看護師が

中心となり担っている。しかし、訪問看護師

は創傷管理の専門的知識を有するとは限ら

ず、また、訪問診療を行っている皮膚科医な

どの専門医も少ないため、褥瘡を有する在

宅療養者に対し、創傷の専門的な知識に基

づくケアが提供できていないことがある。

一方で、研修を受けた看護師である皮膚・排

泄ケア認定看護師が、訪問看護師とともに

褥瘡ケアにあたりケアの助言を行うことで、

褥瘡治癒期間が短縮することが報告されて

いる 6）。このような背景を受け、2012 年度

の診療報酬改定より、真皮を超える褥瘡を

保有する在宅療養者に対して、訪問看護師

と同一日に皮膚・排泄ケア認定看護師が訪

問し、褥瘡ケアの指導を行った場合（同行訪

問）は、診療報酬点数「在宅患者訪問看護・

指導料 3」の算定が可能となった。しかし、

「在宅患者訪問看護・指導料 3」の実施件数

は少ないのが現状である 7）。この理由とし

て、皮膚・排泄ケア認定看護師が療養者宅へ

訪問することの難しさがある。皮膚・排泄ケ

ア認定看護師の 90%は病院に所属しており

8）、所属施設外に出ることができない、療養

者宅までの移動時間や移動手段を確保する

ことができない、といった状況がある。この

ような背景を受け、我々は、ICT を活用し

た遠隔褥瘡コンサルテーションに取り組ん

できた。 

これまでに、日本の在宅療養者を対象と

した褥瘡コンサルテーション用のアプリを

在宅での遠隔看護が進むシンガポールの企

業と共同開発した（CARES4WOUNDS-JP，

Tetsuyu Healthcare Holdings） 9)。このア

プリには、遠隔であっても対面と同様にコ
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ンサルテーションを実施できるようにする

ため 2 つの機能を求めた。1 つ目は、専用

回線による高画質のビデオ通話機能である。

褥瘡のアセスメントにおいて、創部の色や

性状を詳細まで観察できることは欠かせな

い条件であるため、それに耐えうる画質が

求められる。また、一般的に動画よりも写真

の方が画質は良いが、訪問看護師に写真撮

影を依頼する場合は皮膚・排泄ケア認定看

護師の視点による撮影と異なるため、画像

から得られる情報量が限られてくる。さら

に、対象者によって必要となる観察部位も

異なるため、限られた時間内で訪問看護師

が全てを写真に収めることは難しい。ビデ

オ通話であれば、創のみでなく周囲皮膚の

状態や骨突出の様子、普段の姿勢なども観

察でき、また、訪問看護師、療養者本人や家

族と互いに顔を見ながら会話できるという

利点がある。図 4-8 上段は、ビデオ通話実

施中の様子を示す。皮膚・排泄ケア認定看護

師は、PC などを用いて、訪問看護師が映す

褥瘡の画像などを見ながらアセスメントし

ケアの助言を行う。訪問看護師は、アプリが

インストールされたタブレットを使用し、

褥瘡部などがカメラに映るようにタブレッ

トを保持する。タブレットの画面では、皮

膚・排泄ケア認定看護師側のカメラの映像

を見られるため、互いの顔を見ながら話す

こともできる。本研究で利用したビデオ通

話は、対象療養者に関する遠隔コンサルテ

ーションをユーザー（訪問看護師、皮膚・排

泄ケア認定看護師）が事前に予約すること

で該当するビデオ通話へ参加する形式とな

っており、指定されたユーザー以外への情

報漏洩を防ぐ点でセキュリティにおいても

優れている。2 つ目の機能は、日本の在宅療

図 4-8. 褥瘡専用アプリ「CARES4WOUNDS-JP」 

（上段）ビデオ通話の様子 

（下段）対象者情報入力フォーム（リスクアセスメント） 

 

皮膚・排泄ケア認定看護師の

コンサルテーション中の様子 

訪問看護師側の 

タブレット画面 
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養者を対象とした褥瘡管理のための患者情

報入力フォームである。ビデオ通話でのコ

ンサルテーションは訪問看護で実施するこ

とを想定したため、時間が限られている訪

問の中でスムーズなコンサルテーションが

可能となるよう、褥瘡アセスメントに必要

な患者情報を皮膚・排泄ケア認定看護師が

事前に訪問看護師と共有できるようにした。

フォームの入力項目は、同行訪問の経験が

豊富な皮膚・排泄ケア認定看護師へのヒア

リングをもとに検討し、訪問看護師の負担

とならないように選択式入力を中心とし、

写真撮影、画像添付機能を付けるなど、短時

間の入力で必要な情報が得られるように構

成した。図 4-8 下段は、入力フォーム画面

である。指でタッチやスクロールをするこ

とで入力可能であり、また入力項目が多く

なり過ぎないよう工夫をした。 

本事業では、真皮を超える褥瘡を有する

在宅療養者に対して訪問看護師が褥瘡ケア

を行う際に、皮膚・排泄ケア認定看護師がビ

デオ通話でケアの助言（遠隔コンサルテー

ション）を行うことの効果を検証する。 

さらに、遠隔コンサルテーションを行う

上で、皮膚・排泄ケア認定看護師の技術を実

際に対象者に対して実演しながら訪問看護

師に助言できないという課題が見つかった。

褥瘡の看護技術では、創の洗浄方法やテー

プの貼付方法など、言葉では表現が難しい

ちょっとしたコツがケアのポイントとなる

ことが少なくない。対面でのコンサルテー

ションの場合、訪問看護師がそういった技

術を直接見聞きし、対象者に必要な褥瘡ケ

アの専門的な手技を習得できるという利点

がある。この点を遠隔でも可能とすること

で、訪問看護における褥瘡ケアの充実だけ

でなく、訪問看護師の現場での技術教育の

効率化を図ることができると考えた。そこ

で、拡張現実（Augmented Reality: AR）技

術を用いて遠隔でエキスパート技術の描写

を行えるシステムを開発し、褥瘡遠隔コン

サルテーションに実装した。 

 

（２）方法 

対象者 

褥瘡処置のために訪問看護を利用してい

る療養者を対象とした。対象となる褥瘡は、

真皮を超える褥瘡とした。対象者のリクル

ートは機縁法にて行い、訪問看護ステーシ

ョンに研究を紹介した。研究への協力が得

られた訪問看護ステーションにおいて訪問

看護サービス利用者に包含基準に該当する

褥瘡保有者がいることを確認し、本人また

は代諾者に訪問看護師が書面を用いて説明

を行った。療養者本人または代諾者の同意

が得られた場合に、訪問看護師に遠隔コン

サルテーションの実施方法の詳細を説明し、

日程を調整して遠隔コンサルテーションを

実施した。 

 

コンサルテーション前の情報共有 

研究参加への同意が得られた対象者につ

いて、訪問看護師が褥瘡専用アプリ

「CARES4WOUNDS-JP」を用いて対象者の情報

入力を行い、皮膚・排泄ケア認定看護師と情

報共有を行った。共有した情報は、疾患、使

用している薬剤、褥瘡リスクアセスメント

評価、栄養、排泄、体圧管理、利用している

介護サービスの情報、コンサルテーション

前の褥瘡の画像と褥瘡処置の情報であった。 

 

コンサルテーションの実施 

1名の皮膚・排泄ケア認定看護師が全ての

遠隔コンサルテーションを受けた。コンサ
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ルテーションの実施日時は、対象者の訪問

看護サービス利用日をもとに、訪問看護師

と皮膚・排泄ケア認定看護師の予定が合う

日に調整した。コンサルテーションでは、褥

瘡の観察とともに、周囲皮膚の状態、普段の

体位、使用しているマットレスやクッショ

ンおよびその状態の確認、訪問看護師によ

る創処置方法の確認をビデオ通話で行った。

皮膚・排泄ケア認定看護師は、アセスメント

の内容を訪問看護師に伝えた上でケアの助

言を行った。また、ケアの助言を受け入れる

か否かは訪問看護師の判断に委ねることを

伝えた。褥瘡の薬剤の変更が望ましいと判

断した場合には、訪問看護師から主治医に

相談してもらうことを提案し、相談をする

かは訪問看護師の判断に、主治医が薬剤を

変更するかは主治医の判断に委ねた。訪問

看護サービスの頻度や介護サービスの利用

は、患者を取り巻く介護力や経済的状況を

踏まえて検討されるものであるため、遠隔

コンサルテーションで変更を提案すること

は行わなかった。ただし、体圧分散寝具を介

護保険でレンタルしている療養者では、使

用中の製品が対象者の体圧管理に適してい

ないとアセスメントした場合には変更を提

案した。 

コンサルテーションにおける AR（拡張現実）

の活用 

皮膚・排泄ケア認定看護師側では、ビデオ

通話機能で画像を配信するにあたり、画像

合成配信ソフトウェアを用いて仮想カメラ

にて配信を行った。グリーンシートを用い

て、取得した画像にクロマキー処理を行っ

た。これによりエキスパートの手技を透過

したリアルタイムな表示データが得られ、

その画像を配信用合成ソフトを用いて重畳

した。結果的に得られた画像を仮想カメラ

データとして出力、既存のコンサルテーシ

ョンシステムで認識させ、描写される。具体

的には、図 4-9 に示すように、皮膚・排泄

ケア認定看護師は、訪問看護師が映す褥瘡

画像を見ながら、グリーンのシートを被せ

た台の上で手を動かす。その手元が撮影さ

れ、訪問看護師には、褥瘡画像と手指が合わ

さって表示される。これは、エコープローブ

走査の指導にも活用できる。 

ビ デ オ 通 話 シ ス テ ム は 、 前 述 の

「CARES4WOUNDS-JP」アプリを使用し、訪問

看護師側には AR 技術の活用のために追加

の物品や環境を必要としなかった。 

 

 

図 4-9.褥瘡遠隔コンサルテーションにおいてエキスパートの手技を AR 表示する様子

（左）皮膚・排泄ケアの手技を褥瘡画像と重畳している様子 

（右）エコープローブの操作を重畳している様子 
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褥瘡の評価 

 褥瘡の評価には、DESIGN-R🄬202010)を用い

た。これは、Depth（深さ）、Exudate（滲出

液 ） 、 Size （ サ イ ズ ） 、

Inflammation/Infection（炎症／感染）、

Granulation tissue（肉芽組織）、Necrotic 

tissue（壊死組織）、Pocket（ポケット）の

7つの項目からなり、点数が大きい方が重症

であることを表す。遠隔コンサルテーショ

ン前の褥瘡は、訪問看護師が撮影した創写

真および訪問看護師からの情報に基づき評

価した。遠隔コンサルテーションの際の褥

瘡評価は、ビデオ通話で観察した創の状態

および訪問看護師からの情報に基づき評価

した。 

 

遠隔コンサルテーションに要する時間 

 遠隔コンサルテーションに要した時間は、

ビデオ通話の接続時間とした。初回の遠隔

コンサルテーションでは、皮膚・排泄ケア認

定看護師、訪問看護師、療養者や家族との挨

拶から、創洗浄方法の確認、褥瘡の観察、使

用しているマットレスやクッションの確認、

外用剤、被覆材の貼付まで含んだ。2 回目以

降は、創洗浄が終了した状況で接続を開始

する場合や被覆材貼付前に終了する場合も

あった。 

 

解析 

 遠隔コンサルテーションを実施した症例

から、初回のコンサルテーションで褥瘡で

はないと判断された創、DESIGN-R🄬2020 で

d2と評価された創、訪問看護導入直後の創、

コンサルテーション後のフォローアップが

実施できなかった創を除外し、初回の遠隔

コンサルテーション前後の 2 週間で

DESIGN-R🄬2020 得点の変化をウィルコクソ

ンの符号付順位検定を用いて比較した。統

計解析には、 StataIC 15（ StataCorp, 

College Station, TX）を用いた。 

 コンサルテーションに要した時間につい

て、褥瘡治癒までコンサルテーションを定

期的に実施した症例をもとに考察した。 

 

（３）結果 

32 名から同意を得て、6 名が初回コンサ

ルテーションまでに入院、死亡、訪問看護終

了となり、26 名に対し計 68 回のコンサル

テーションを実施した。 

26 名のうち、初回のコンサルテーション

で褥瘡ではないと判断された創、DESIGN-

R🄬2020 で d2 と評価された創、訪問看護導

入直後の創、コンサルテーション後のフォ

ローアップが実施できなかった創を除き、

17 名 19 褥瘡を対象として初回遠隔コンサ

ルテーション前後での DESIGN-R🄬2020 得点

の変化を比較した。その結果、DESIGN-

R🄬2020合計得点の中央値 [四分位範囲] は、

コンサルテーション前には 24 [16, 31]、

初回コンサルテーション時には 24 [17, 

31]と変化がなかったのに対し、コンサルテ

ーション後には 19 [13, 30]と減少した。

図 4-10 に、対象となった褥瘡ごとの

DESIGN-R🄬2020 得点の推移を示した。コン

サルテーション前の変化は 0 [0, 0]、コン

サルテーション後の変化は-2 [-5, -1]で、

コンサルテーション前に比べコンサルテー

ション後において有意に得点が減少してい

た（p <0.01）11)。 

 初回コンサルテーションに要した時間は、

創ひとつあたり 25 [20, 33]分であった。

褥瘡治癒まで週に 1 回コンサルテーション

を実施できた症例では、1 回目が 25 分、2

回目が 23 分、3 回目が 21 分と減少し、4 回
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目以降は約 10 分であった（表 4-1）。この症

例では、7回目のコンサルテーションで褥瘡

の治癒が確認された（図 4-11）。 

 AR の活用では、皮膚・排泄ケア認定看護

師の手指の動きがリアルタイムに訪問看護

師に共有され、褥瘡の部位を指で示しなが

らアセスメント内容を訪問看護師に伝える

ことができた。訪問看護師からは、部位や方

向が言語のみよりもわかりやすくなりケア

時間の短縮に繋がる、皮膚・排泄ケア認定看

護師が傍で一緒にケアをしているような感

覚が持て、ケアへの自信に繋がる、といった

意見が聞かれた 12)。 

 

（４）考察 

 本事業では、真皮を超える褥瘡に対して

訪問看護師による褥瘡ケアを受けている療

養者を対象に、訪問看護のタイミングで皮

膚・排泄ケア認定看護師が遠隔コンサルテ

ーションを実施し、その効果を検証した。そ

の結果、遠隔コンサルテーション前に比べ、

遠隔コンサルテーション後では、2週間にお

ける DESIGN-R🄬2020 合計得点が有意に改善

することが明らかとなった。 

遠隔褥瘡コンサルテーションについて、

これまでにビデオ通話を用いた国内での症

例は報告されていたが 13)、遠隔コンサルテ

ーションの褥瘡治癒促進への効果を検証し

た報告はなされていなかった。国外の報告

においては、写真をもとにしたコンサルテ

ーションや療養者本人への電話での助言と

いった遠隔コンサルテーションが、コンサ

ルテーションを行わない場合に比べて治癒

に対する効果があるとする報告がある一方、

効果はないという報告も存在し、結果が一

致していなかった 14, 15, 16)。この要因とし

て、遠隔コンサルテーションに用いるツー

ルの違い、日々の褥瘡ケアの実施者の違い

が影響している可能性が考えられた。 

そこで我々は、本邦において在宅での褥

瘡ケアの中心を担っている訪問看護師に着

目し、対面での同行訪問と同等の効果が得

られるのかを検証することを考えた。しか

し、新型コロナウイルス感染症の拡大によ

り、本事業と同時期に同行訪問を行うこと

は叶わなかった。皮膚・排泄ケア認定看護師

図 4-10. コンサルテーション導入前後での DESIGN-R2020合計得点の推移 
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と訪問看護師の同行訪問が行われた先行研

究では、皮膚・排泄ケア認定看護師が、退院

前に院内外の医療・福祉職による合同カン

ファレンスに参加し、退院後のケアプラン

を共同で立案し、退院後に 30 日間で 2 回以

上の頻度で 90 日後まで訪問が行われた 6)。

その研究では、真皮を超える褥瘡において

は、退院から 15 日後にコンサルテーション

あり群では DESIGN-R 合計点の変化が-4 [-

5, -3]であったと報告されている。本事業

での得点変化は 2 週間で-2 [-5, -1]であ

り、同等の効果が得られた可能性が高い。さ

らに、コンサルテーションの所要時間に関

する報告はこれまでなされていない。遠隔

コンサルテーションでは、皮膚・排泄ケア認

定看護師の移動時間が削減できることは明

らかであるが、それ以外に、コンサルテーシ

ョンそのものが短時間で実施できる可能性

があり、そのことにより訪問看護師にとっ

て訪問時間に占める割合を縮小することが

でき、業務の効率化を図れる可能性がある

ことが示唆された。 

AR 技術を活用することで、遠隔であって

も、ケア対象となる褥瘡に対して皮膚・排泄

ケア認定看護師の手技を訪問看護師に見せ

ることが可能であることが示された。訪問

看護師がエキスパートの手技を真似ること

で、ケアの質が向上すれば、褥瘡の治癒期間

の短縮へと繋がることが期待できる。また、

この技術は、新人訪問看護師の現場教育な

どへ広く活用できると考えられる。これま

で現場教育では、指導者の同行が必要であ

ったが、技術の伝達を遠隔で実施すること

が可能となれば、人員確保や人件費削減へ

の貢献が期待できる。将来的には、エキスパ

ートとの日程調整を全く必要とせず、訪問

看護師が必要なタイミングで、いつでもエ

キスパートから指導を受けているような状

況を AR で再現するシステムができればさ

らなる効率化を図れるであろう。 

本事業で用いたシステムでは、皮膚・排泄

ケア認定看護師の観察に合わせて、訪問看

護師がタブレット端末のカメラを創部に近

づけたり離したり、他の部位を映したりと

いった操作が必要となった。訪問看護師に

はタブレットホルダーを貸し出したが、皮

膚・排泄ケア認定看護師の観察部位は療養

者の顔から足の先、マットレスや車いすで

のシーティングなど範囲が広く、またベッ

ド上にタブレットホルダーを置く場所を確

表 4-1. コンサルテーションに要した時間の一例 

図 4-11. コンサルテーションで改善がみられた褥瘡 
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保できないこともあるなど、カメラを固定

したままでは対応できないことが多かった。

そのため、訪問看護師一人では操作が煩雑

になったり、コンサルテーション中のケア

をスムーズに行うために二人で訪問したり

するケースも見られた。これらは訪問看護

師業務の効率化を図るという目的に矛盾す

るものであり、今後の改善が必要である。こ

の課題への対策としては、ゴーグルタイプ

のディスプレイの使用などで訪問看護師の

手の動きを塞がないような方法が解決策と

なりうる。 

 本事業で行ったようなビデオ通話を用い

たコンサルテーションには、ネットワーク

環境が必要となる。訪問看護ステーション

ではタブレット端末で記録を行う施設も増

えており、本事業においてもステーション

が端末を所有している場合にはその端末を

使用してもらった。その際にコンサルテー

ションのために必要となった設備は、アプ

リケーションのインストールのみであった。

遠隔コンサルテーションを行うためには、

本事業で用いたようなセキュリティの担保

されたアプリケーション等が必要となるが、

それらの使用を月契約や年契約で実現でき

れば、デバイスを新たに揃える必要はなく、

訪問看護ステーションにとって経済的なハ

ードルは低くなるであろう。 

システムの運用においては、タブレット

端末の操作や無線ネットワークの接続など

といった IT リテラシーが一定レベルに求

められる。本事業では、アプリのインストー

ル方法や使用方法は、看護研究者が訪問看

護師に説明した。訪問看護における ICT の

活用が進められるには、機器に精通したス

タッフ、すなわち、看護研究者が代行した役

割を果たす人が求められると考えられる。 

一方で、本事業で使用したアプリは iPad

で使用するものであったため、日常的に

iPad を使用するステーションでは、端末の

操作に不自由を感じることはないようであ

った。逆に、タブレットの使用経験があって

も、iPad とは異なるタイプのタブレット端

末を日常的に使用している場合には操作性

が異なるために、些細な誤操作が生じやす

い。スマートフォンの保有率が高いことを

考えると、特定の端末に限定されるのでは

なく、スマートフォンなどそれぞれの訪問

看護師が手持ちの使い慣れたデバイスを利

用してアプリを使用できるようになること

が、操作性のハードルを取り除き、訪問看護

師にとって使いやすいものとなり、継続的

な使用に繋がると考えられる。 

 

（５）結論 

ICT を利用した褥瘡遠隔コンサルテーシ

ョンは、褥瘡の治癒を促し、訪問看護師の褥

瘡ケア技術の向上、患者アウトカムの改善

に繋がる可能性が示唆された。 

AR 技術の活用により、エキスパートが遠

隔から褥瘡のケア技術の提示が可能となっ

た。 

遠隔コンサルテーションの実施に、訪問

看護ステーションが所有しているデバイス

が利用できることが、遠隔コンサルテーシ

ョン導入のハードルを下げうる。 

今後の課題として、ゴーグルタイプのデ

ィスプレイなど、訪問看護師が手を塞がれ

ずに操作が可能なデバイスや、エキスパー

トから指導を受けているような状況を AR

で再現できるシステムが求められる。 

 

３．健康危険情報 

 なし 
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Ⅴ. 全体まとめ 

 令和二年度の本事業においては、調査事

業、既存技術の実装事業、新規技術の開発事

業の 3 つの事業を実施した。 

調査事業では訪問系サービスを看護だけ

でなく介護なども含めマネジメントを実施

している管理者を対象にヒアリングを行い、

実装コンセプトの妥当性を確認し、現在の

ロボット技術活用の障壁となっている項目

について明らかにした上で、既存技術の実

装事業及び新規技術の開発事業コンセプト

を立案した。 

既存技術の実装事業では 2 つのロボット

としてバイタルサイン測定機器連動型コミ

ュニケーションロボットと遠隔型ロボット

を対象に実臨床への導入を実施し、その際

の障壁や必要なノウハウの抽出を試みた。

その結果、服薬忘れの回避、バイタルサイン

の日々の測定や運動の実施などのセルフケ

ア行動が促進された。本システムにより収

集された健康関連情報はクラウドに逐次的

に蓄積され、訪問担当スタッフが Web を閲

覧し、システムを通じて情報を共有するこ

とで異常に早期に対応したり訪問時の適切

なケアやサービスの効率化に繋がる可能性

が示唆された。一方で、機器の導入にはスタ

ッフのロボット技術への理解やトラブル時

に対応できる連絡体制の構築、ネットワー

ク環境の整備など臨床上の工夫が必須であ

り、その人的コストが導入障壁となってい

ることが示唆された。 

新規技術の開発事業では人工知能による

自動アセスメント機能を持つ超音波検査装

置とエキスパートナースによる遠隔コンサ

ルテーションシステムの実装を行った。そ

れぞれ、実際の訪問系サービス利用者へ提

供・実施し、提供するケアの質の向上および

にケアの効率化が図られることが示された。

これらの技術においても、実装にあたって

はスタッフによるデバイスやシステムへの

理解を促す繰り返しのミーティングや連絡

体制の構築などが重要であった。 

以上より、ロボット技術により訪問系サ

ービスにおけるケアの質の向上と効率化が

図れること、そのためには利用者のテクノ

ロジーリテラシー、ロボット技術の利用者

と開発者の橋渡しをする、ロボット技術に

理解のある看護・介護関係者の存在が鍵と

なることが明らかとなった。 
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